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はじめに

NATO (北大西洋条約機構) は､ 2001年９月

11日に発生した対米同時多発テロ (9.11テロ)

を米国への武力攻撃と見なし､ 1949年の創設以

来初めて北大西洋条約第５条の集団防衛条項を

発動した｡ 歴史的に見ればこの事実は極めて皮

肉なものであった｡ 何故なら､ そもそもNATO

とは､ 旧ソ連の脅威に対抗し､ 西欧防衛への

米国の関与を確実なものとするために､ 西欧

諸国が米国を欧州に繋ぎ止める手段として創設

されたものだからである｡ 冷戦期の NATOに

とっては､ 西欧諸国が米国を守るために集団防

衛を発動するということなど全くの想定外であっ

た｡

冷戦後の NATOは､ 戦略の重心を加盟国の

領域防衛から欧州周辺地域における紛争 (いわ

ゆる ｢非５条事態｣) への対処へと変化させてき

た｡ そのような中で 9.11テロは発生したため､

欧州諸国には､ 米国を軍事的に支援する､ しか

もアフガニスタンのように欧州から遠く離れた

場所で支援する用意は全くといってよいほど無

かった｡ その結果､ 米国がアフガニスタンで行っ

た軍事作戦において､ NATOの統合軍事機構

はほとんど活用されなかったし､ 各国の個別的

な支援も限定的なものとなった｡

多くの者にとって､ NATOによるコソヴォ

紛争への ｢人道的介入｣ は､ 冷戦後の世界にお

けるNATOの存在理由を例証する ｢サクセス・

ストーリー｣(１) であった｡ ところが､ 9.11テロ

後に欧米諸国で起きた論争は､ ｢NATOはもは

や役立たずになってしまったのではないか｣ と

いう悲観的なものであった｡ NATOにとって

も､ 9.11テロは様々な影響を与える事件であっ

た｡ 本稿は､ その中でも最も重要な二つの問題､

即ち米欧間の軍事的な能力のギャップと対テロ
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戦における NATOの役割という相互に関連す

る二つの問題に主に焦点を当てながら､ 今回の

NATOの対応と今後の行方を検討する｡

Ⅰ NATOの集団防衛条項

1949年４月４日に調印された北大西洋条約の

第５条は､ 加盟国による集団防衛を次のように

規定している｡ ｢締約国は……一又は二以上の

締約国に対する武力攻撃を全締約国に対する攻

撃とみなすことに同意し､ ……そのような武力

攻撃が発生した場合には､ 各締約国が……武力

の行使を含む必要と認められる行動を､ 個別的

に及び他の締約国と共同して直ちにとることに

より､ その攻撃を受けた締約国を援助すること

に同意する｣｡ 条文を読む限りでは､ 同盟国に

対する武力攻撃が発生しても､ 軍事的措置をと

ることが加盟国に義務づけられているわけでは

ない｡ NATOの創設交渉の中で､ 最も問題が

紛糾したのが条約の核ともいうべきこの条文を

めぐってであった｡ 西欧諸国は米国の軍事的支

援をできる限り条約中に明文化しようとしてい

たが､ 米国政府は､ 他国の紛争への自動的参戦

義務を負うことに対する嫌悪感の強い議会と国

内世論に配慮し､ 明確な文言を盛り込むことに

は否定的だった｡ 最終的に採用された ｢必要と

認められる行動｣(action as it deems necessary)

という曖昧な表現は､ 両者の妥協の産物なので

ある｡

さらに､ 第５条は､ 加盟国が ｢個別的に｣ 攻

撃を受けた国を支援する可能性にも言及してい

る｡ 後述するように､ 9.11テロ後の対米支援の

多くも､ 各加盟国が個別的に行ったものであっ

た｡ 条文に照らすならば､ NATOの統合軍事

機構を通じた行動だけではなく､ 今回のような

各加盟国による個別的な行動も北大西洋条約に

基づく措置と見なすことができる｡

条約第６条は第５条で言及されている武力攻

撃の詳細を定め､ それを ｢各締約国の領域｣ や

｢北回帰線以北の北大西洋地域におけるいずれ

かの締約国の管轄下にある島｣ 等に対する武力

攻撃に限定している｡ しかし､ この条文は､ 武

力攻撃が発生する場所を定めたものに過ぎず､

同盟がとる対処行動の地理的な範囲には触れて

いない｡ したがって､ 理論上は､ ひとたび第５

条が発動されれば､ 加盟国は世界のどの場所に

おいても必要な対処行動をとることができる｡

NATOが集団防衛を発動するか否かは､ NA

TOの意思決定プロセスに基づき加盟国の合意

によって決定される｡ NATOの最高意思決定

機関は､ 北大西洋理事会 (North Atlantic Coun-

cil / NAC) で､ 通常は各加盟国がブリュッセ

ルにある NATO本部に派遣している常駐代表

(NATO大使) によって構成される｡ NACの議

長を務め対外的にも NATO を代表するのが

NATO事務総長であり､ 加盟国の外相・国防

相経験者の中から選ばれることが多い (現在の

事務総長は元英国防相のロバートソン卿)｡ NATO

の決定は全会一致が原則で､ この原則は NAC

だけでなく各種のレベルの政治的および軍事的

な意思決定にも適用される｡ 軍事部門の最高機

関は軍事委員会で､ その議長は加盟国の参謀総

長経験者の中から選任される｡ 同委員会はNAC

の権威の下に軍司令官に命令を与え､ NATO

の軍事行動全般に対して責任を負う(２)｡

冷戦期の NATOは､ 旧ワルシャワ条約機構

に対抗するために､ 加盟国の軍事力を結集する

手段として軍事機構の統合を強化した｡ 具体的

には､ 共同意思決定機関の創設､ 防衛計画の調

整､ コマンド・ストラクチャーの統合､ NATO

指揮下の常設部隊の創設､ 共同作戦計画の作成

等で､ その結果 NATOは歴史上最も軍事的統

合の進んだ同盟となった｡ 軍事機構としての

NATOが集団防衛を発動し共同で対処すると

いうことは､ これらの制度や機構が活用・動員

されることを意味する｡

Ⅱ NATOによる対米支援

2001年10月７日､ 米国は､ アフガニスタンに
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おける軍事行動 ｢不朽の自由作戦｣ (Operation

Enduring Freedom) を開始した｡ ブルッキン

グス研究所のＭ・オハンロンによれば､ この戦

闘には４つの局面があった(３)｡ 第１局面は､

開戦からの約１ヶ月間で､ この間にタリバン勢

力の軍事施設は米軍の空爆によりほぼ完全に破

壊された｡ 11月の下旬までが第２局面で､ 米軍

は特殊部隊を増派し反タリバン勢力との連携を

強め､ 地上戦を担っていた反タリバン勢力への

支援 (主として空爆による近接航空支援) を強化

した｡ その結果､ タリバンが支配する主要都市

が雪崩式に陥落 (11月９日にマザリ・シャリフ､

13日にカブール､ 14日にジャララバードが陥落) し

た｡ 11月末に米軍はアフガニスタン国内への地

上部隊の展開を開始し､ カブール近郊のバグラ

ムとカンダハルに前線基地となる空港を開設し

ている｡ 12月下旬までが第３局面で､ タリバン

最後の拠点であるカンダハルの陥落 (12月７日)

後､ トラボラ地区における敵残存勢力への攻撃

が行われた｡ この戦闘が一段落した12月下旬以

降が第４局面で､ 2003年２月現在でも不朽の自

由作戦は継続中である｡

アフガニスタン周辺に展開された米軍の数が

約６万人であったのに対して､ 米軍の軍事行動

に協力した国は27カ国あり､ 合計で約１万4,000

人の兵力を提供した｡ ただしその大部分は洋上

に展開する兵力で､ 2002年１月の時点でアフガ

ニスタン国内にいた陸上兵力は米軍が約4,000

人､ 協力国のものが約1,000人であった(４)｡

NATOは､ テロ発生直後に NACを開催し､

テロを非難する声明を発表した(５)｡ さらに翌

12日には､ ｢もし今回の攻撃が米国の外からも

たらされたものであることが判明した場合には､

北大西洋条約第５条に規定されている行為 [武

力攻撃] に該当すると見なし｣ 集団的自衛権を

発動するとの声明を発した(６)｡ しかし､ この

声明を出すに当たっては､ 加盟国の中でもかな

りの議論があったようである｡ ５条の発動を求

めたのは米国であり､ 英､ 仏､ 伊､ スペインも

米国を支持したが､ 独､ オランダ､ ベルギー､

ノルウェーは､ 当初は5条発動に否定的であっ

た｡ それらの国が最も懸念した点は､ 今回の５

条発動が先例となり､ 将来においてより小規模

なテロに対しても５条を発動しなければならな

い事態が生じてしまうのではないかということ

だった (NATO加盟国の中には､ トルコにおける

クルド分離派やスペインにおけるバスク独立派のよ

うに､ 国内に ｢テロ｣ の火種を抱えている国が複数

存在する)｡ さらに､ 今回のテロがいずれかの

加盟国の国内で計画されていたことが判明した

場合にはどのように対処するのか､ 過度の軍事

的な対応を加盟国に強制することにはならない

か､ といった点も懸念されていた(７)｡

このような同盟国間の不一致を調整するに当

たって大きな役割を果たしたのが､ 元英国防相

であるロバートソン事務総長と英国政府で､ 両

者は緊密に連絡を取り合い協力していたようで

ある(８)｡ 事務総長は､ なによりも同盟の団結

を維持することが第一で､ 加盟国間の不一致は

米国が NATOをバイパスする結果につながっ

てしまうとの論理で同盟国を説得した｡ 最終的

には､ NATO の対応の詳細はさらに NAC で

協議するという条件で､ ドイツ等も賛成にまわっ

たのであった(９)｡

欧州諸国が５条発動に同意した背景には､ テ

ロ発生当初は各国の国内世論が米国に多分に同

情的であったという事実がある｡ 例えば､ ギャ

ラップ社が９月14日から17日にかけて行った世

論調査では､ 米国と共に自国も軍事攻撃に参加

すべきだという回答率が､ 英､ 仏､ デンマーク､

ルクセンブルク､ ポルトガルでは70％以上､ イ

タリアとオランダは66％､ ドイツでも53％に上っ

た(10)｡ また､ 10月７日の不朽の自由作戦開始

後に行われた各種の世論調査でも､ ドイツでは

65％がアフガニスタンへのドイツ軍派遣を支持

し､ フランスでも50％以上がフランスの軍事的

な貢献を拡大すべきだと回答していた(11)｡

しかし､ この時点ではまだ５条は正式には発

動されていない｡ そのためには､ テロが ｢米国

外からもたらされた｣ ことが証明される必要が
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あった｡ 米国は当初からテロがアル・カーイダ

の犯行であることを確信していたが､ 同盟国は

そうではなかった｡ 米国は同盟国を説得するた

めに､ ９月20日にＲ・アーミテージ国務副長官

を､ 同26日にはＰ・ウォルフォウィッツ国防副

長官をブリュッセルに派遣した｡ しかし､ 同盟

国の多くは米国の説明に納得せず､ ドイツはよ

り明白な証拠を提示するよう米国に求めた｡ ベ

ルギーのＡ・フラオー国防相も､ 26日の非公式

国防相会談後に ｢米国は [５条発動に関して]

一定の自律性と柔軟性を要求しているが､ 我々

は５条を直ちに発動すべきではなく､ 準備には

まだまだ時間がかかる｣ と語った(12)｡

興味深いのは､ 米国が５条を発動するよう同

盟国を説得する一方で､ NATOに具体的な軍

事行動を求めはしなかったということである｡

ウォルフォウィッツ国防副長官も､ 非公式会談

後の記者会見で､ 軍事的手段は対テロ戦の一部

に過ぎないことを強調し､ 重要なのは ｢共同防

衛へのコミットメントではなく､ 共通の戦略へ

のコミットメント｣ であり ｢必要となれば集団

的行動を要請するが､ 我々はまだその時ではな

いと考えている｣ とコメントしている(13)｡ こ

れはドイツのように国内的な要因から軍事行動

への参加に躊躇する国への配慮でもあるが､ そ

れ以上に重要であったのは､ 欧州からの支援は

政治的には貴重だが軍事的重要性は低いという

米国の国防総省や共和党の一部に存在する根強

い感情である｡

この感情は､ 1999年のNATOによるコソヴォ

紛争介入 (同盟の力作戦) の経験で一層強めら

れた｡ 同盟の力作戦においては､ 米国の設定し

た空爆目標をフランスが拒否したり､ 地上軍の

投入に消極的な米国に対して欧州諸国が不満を

もらしたりと､ 軍事的な意思決定をめぐって同

盟国間の見解が分裂する場面が多々あり､ 空爆

目標の選定１つにも全会一致の原則を適用する

NATOの方式は､ 一部の者から ｢委員会によ

る戦争｣ (war by committee) と揶揄された｡

特に､ 兵力の大部分を負担した米国にとっては､

十分な軍事的貢献を行っていない同盟国によっ

て作戦の効率的な遂行が妨げられたとの思いが

強かった｡ その結果､ 今回米国が５条発動を同

盟国に要請するに際しても､ 当初国防総省はそ

れに反対したのである｡ 最終的には D・ラム

ズフェルド国防長官が態度を軟化させ NATO

への５条発動要請を容認したが(14)､ 国防総省

のこのような感情は､ その後も不朽の自由作戦

における同盟国の役割を規定する重要な要因と

なって行く｡

10月２日､ 米国務省の F・テイラー・テロ対

策調整官が､ NACで詳細な証拠を提示した｡

しかし､ その大半は状況証拠であり他の同盟国

は完全には納得しなかったため､ 同日､ ウォル

フォウィッツ国防副長官とアーミテージ国務副

長官がさらに説明を行った｡ 同盟国の中にはよ

り具体的な証拠の提示を求める声もまだあった

が､ これ以上の要求は NATOの結束と対米関

係を弱体化することになると考え､ 同日､ NAC

は５条発動を正式に決定したのであった(15)｡

10月４日､ NATOは､ 米国の要請に基づき

次の８つの措置を実施することに合意する(16)｡

第１は､ 対テロ戦のための情報の共有と情報収

集活動での協力強化である｡ 第２は､ 対テロ戦

への協力を理由として NATO加盟国またはそ

の他の国がテロの脅威に直面した場合の､ 加盟

国による当該国への適切な支援の実施である｡

支援の対象を加盟国だけに限定していないのは､

対米協力を約束した中央アジア諸国への支援や､

対テロ戦がアフガニスタン以外へも拡大した場

合のことも米国が念頭に置いていたからだとい

われる(17)｡ 第３は､ 米国または他の加盟国の

施設 (基地) の保安強化である｡ 第４は､ 対テ

ロ戦に直接に参加する NATOの人員や装備の

補充である｡ 具体的には､ バルカンに展開して

いる米軍や NATO軍が対テロ戦に参加した後

の同盟国による穴埋めが想定されていた｡ 第５

は､ 対テロ戦に従事する加盟国の航空機に対す

る領空の使用の許可である｡ 第６は､ 対テロ戦

に従事する加盟国への港湾および空港へのアク
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セス権付与と燃料の提供である｡ 第７は､

｢NATOのプレゼンスと決意を示すため｣ の常

設地中海艦隊(18) の地中海東部への派遣である｡

そして第８は､ ｢対テロ戦を支援するため｣ の

NATOの AWACS (空中警戒管制機) 部隊(19)

の派遣である｡

米英が軍事作戦を開始した翌日の10月８日､

ロバートソン事務総長は事前に米国から作戦開

始決定の報告を受けていたことを明らかにし､

NACは軍事行動への支持を表明した｡ また､

同日､ NAC は５機の AWACS を米国に派遣

することを決定した｡ これは､ 米国が行ってい

る本土防衛作戦 ｢ノーブル・イーグル作戦｣

(Operation Noble Eagle) を支援するためで､

NATOによる作戦は ｢イーグル・アシスト作

戦｣ (Operation Eagle Assist) と名付けられた｡

AWACSの派遣は､ 米国の実質的な軍事的

必要性に基づくものであった｡ 9.11テロ以降､

米国は本土防衛を重視するようになり､ 常時

AWACS を用いて米国内を飛行する航空機を

監視する態勢をとった｡ 米軍は実戦配備可能な

AWACSを32機保有しているが､ イラク飛行

禁止空域の監視等で海外に派遣されている機体

が多いのに加え､ さらに不朽の自由作戦が開始

されたことで､ 本土防衛に必要な AWACSが

不足するという事態が生じていた(20)｡ それを

補うために､ NATOの AWACSが米国に派遣

されたのである｡ NATOの AWACSはオクラ

ホマ州のティンカー空軍基地に配備され､ 米軍

の指揮下に入った｡ 2002年１月16日には､ 米国

の要請に基づき２機の AWACS の追加配備

(全７機) が決定されている｡ 2002年５月16日

に終了したイーグル・アシスト作戦には､ 13の

同盟国から830名の要員が参加し､ 360回のフラ

イト (飛行時間約4,300時間) を実施した(21)｡

2001年10月９日には､ スペイン沿岸で演習を

していた常設地中海艦隊に地中海東部への派遣

命令が下された｡ この作戦は ｢アクティブ・エ

ンデバー作戦｣ (Operation Active Endeavour)

と名付けられた (正式な作戦の開始は10月26日)｡

中東に面する地中海東部への艦隊派遣は､

NATOの即応体制を誇示すると共に､ 中東情

勢の悪化に備え､ さらなる部隊派遣のための中

核となる部隊を前方展開しておくことが目的で

あった｡ 12月７日からは常設大西洋艦隊(22) が

任務を引き継ぎ､ その後は約３ヶ月ごとのロー

テーションで両艦隊が作戦に従事している｡

NATOの艦隊は､ 2002年９月10日までに16,000

隻以上の民間船舶の動向を監視し､ 必要な場合

には臨検も行っている(23)｡ この作戦は2003年

２月現在も継続中である｡

また､ 現在アフガニスタンには､ 国連安保理

決議1386号に基づき ISAF (国際治安支援部隊)

が展開している｡ これは NATOによって実施

されている作戦ではないが､ NATO加盟国が

その人員の約95％を提供している｡ 2002年12月

４日の時点で､ ISAF に兵力を提供している

NATO加盟国は11カ国で､ 総兵力4,829人のう

ち4,545人 (トルコ1,331人､ ドイツ1,139人､ フラ

ンス454人､ イタリア442人､ 英国379人等) が

NATO加盟国によるものである(24)｡ ISAFの

指揮は当初は英国がとっていたが､ 2002年６月

からはトルコが引き継いでいる｡ 2002年11月に

はドイツとオランダが2003年２月から共同で指

揮をとることに合意し､ その際には NATOが

作戦計画立案､ 通信､ 兵站等で両国を支援する

ことも決定されている(25)｡

国連の PKOではなく ISAFの展開を望んだ

のは､ 従来から国連の PKOに不満を抱いてい

る米国であった｡ しばしば指摘される PKOの

欠点 (国連内の部局間の抗争､ 専門性の欠如､ 乏

しい資源と資金等) に加え､ 軍事的観点からみ

ても､ 複数の国からの寄せ集めである PKO部

隊には指揮命令系統の分裂や装備の仕様の不一

致といった問題がある｡ 米軍の軍事作戦と並行

的に行われるという今回の活動の特殊性をも考

慮して､ 米国は NATO加盟国が主体となる多

国籍軍の展開を要請したのであった(26)｡

以上のように､ NATOが行った対米支援の

うち､ 統合軍事機構が活用されたのはAWACS
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と常設艦隊の派遣だけであった｡ 空域の使用許

可といったその他の措置も確かに軍事的に重要

であったが､ それ自体は軍事行動ではなかった｡

そもそも AWACSと常設艦隊の派遣ですら､

アフガニスタンとは直接には関係のない地域に

おける非戦闘行動であり､ わざわざ５条を発動

せずとも可能な措置であった｡ NATOが創設

以来初めて統合軍事機構をフルに活用して行っ

た同盟の力作戦は､ それが非５条事態への対処

であったにもかかわらず ｢NATOによる初め

ての戦争｣ といわれた｡ しかし､ それとは対照

的に､ 今回の NATOによる対米支援の大半は､

統合軍事機構を通じてではなく加盟国の個別的

な行動として行われたのであった｡

Ⅲ 加盟国による個別的支援

NATO加盟国の中で最も対米支援に積極的

だったのは英国である｡ 米国との ｢特別な関係｣

を重視する英国は多くの局面で米国と共同行動

をとり､ 他の欧州諸国と米国との仲介役も果し

た｡ さらに､ 他の同盟国が当初は対米支援を間

接的なものにとどめていたのに対し､ 戦闘初日

から米国と共に軍事作戦に参加したという点で

も英国の対米支援は際立っていた｡

以下､ NATO諸国が行った個別的支援を､

英国､ フランス､ カナダ､ ドイツ､ その他の

NATO諸国の順に概観する (個別に論じる４カ

国は､ 特に対米支援の規模が大きかった国である)｡� 英 国

アフガニスタンへの攻撃は､ 米英の ｢共同作

戦｣ として2001年10月７日に開始された｡ 同日､

T・ブレア首相は軍事行動を行う理由を説明す

る声明を発した(27)｡ 声明では､ 9.11テロが英国

国民に対する史上最悪の規模のテロ行為であっ

たこと､ テロの実行犯がアル・カーイダである

のは明白なこと､ アル・カーイダの存在は欧州

全ての国民の生命および経済的繁栄に対する脅

威であること等がその理由として指摘されてい

る｡ そして､ タリバン政権は十分な時間を与え

られたにもかかわらずアル・カーイダの引き渡

しに応じようとしないため､ 英国は軍事行動の

開始を決定したのだとブレア首相は主張した｡

また､ 同日､ 英国は国連安保理に自衛権を発

動する旨の書簡を提出している(28)｡ 書簡は､

9.11テロを起こした ｢テロリストたちからの継

続的な脅威に対処するために……国連憲章第51

条に認められた個別的および集団的自衛の固有

の権利を行使する｣ ことを報告し､ その一方で､

軍事行動の目標はあくまでもアル・カーイダと

タリバン政権であってアフガニスタンの国民や

イスラムではないこと､ ｢民間人の犠牲者を極

小化するために最新の注意を払う｣ ことも宣言

している｡

さらに10月16日には､ 英国政府は､ 自国の対

テロ戦の目標を､ 英語とアラビア語の双方で全

世界に向け発信した(29)｡ その文書は､ まず対

テロ戦の全般的な目標を国際社会からテロを根

絶することとした上で､ 短期的目標と長期的目

標を設定している｡ 短期的目標とは､ アル・カー

イダの指導者を司法の場に引き出すこと､ アル・

カーイダによるテロの脅威を阻止すること､ ア

フガニスタンによるアル・カーイダへの庇護の

供与を終結させること､ (タリバン政権がアル・

カーイダの引き渡しに応じないことに鑑み) アフ

ガニスタンの政権を変更することの４つで､ 長

期的目標とは､ 必要なあらゆる措置をとり国際

テロの脅威を根絶すること､ 国家による国際テ

ロ組織への支援や庇護の供与および国家とテロ

組織との共謀を阻止すること､ アフガニスタン

を再統合し国際社会に責任ある一員として復帰

させることの３つである｡

英国は､ ９月の時点から既にアフガニスタン

近海に艦艇を派遣していた(30)｡ 英国の軍事作

戦は ｢ヴェリタス作戦｣ (Operation Veritas)

と命名され､ 10月７日の作戦開始時には､ 22機

の艦載機を搭載可能な空母イラストリアス､ 駆

逐艦サウザンプトン､ フリゲート艦コーンウェ

ル､ 強襲揚陸艦フィアレス､ および補給艦等数
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隻が展開していた(31)｡ また､ 原子力潜水艦３

隻も配備され､ そのうちの２隻 (トラファルガー

およびトライアンフ) には巡航ミサイル・トマ

ホークが装備されていた｡ この２隻は､ 10月７

日および13日にアフガニスタン内の目標に向け

てトマホークを発射している｡

空軍も同様に､ アフガニスタン周辺に空中給

油機 (トライスターおよび VC-10)､ AWACS､

ニムロッド R１偵察機､ ニムロッド MR２海

上哨戒機等を派遣した｡ 英国の空中給油機は米

国の空母艦載機に給油が可能で､ 空爆は米国が

行い､ 空中給油と偵察は主に英国が担当すると

いう役割分担が行われた｡ 英国による空中給油

と偵察飛行は2002年になってもほぼ毎日のよう

に行われている｡ また､ 米軍の B-1および B-

52爆撃機は､ 英領のディエゴ・ガルシアからア

フガニスタンへ出撃している｡

地上部隊に関しては､ 英国は作戦開始以前か

ら SAS (特殊空挺部隊) 等の小規模な特殊部隊

をアフガニスタンに派遣し､ 情報収集活動や反

タリバン勢力への軍事訓練を行っていたといわ

れている(32)｡ また､ 2001年11月には､ アフガ

ニスタンのバグラムに地上部隊約100名を展開

していることを政府は明らかにしたが､ 部隊の

任務は偵察と飛行場の警備であるとして､ 戦闘

行為への参加は否定した(33)｡

英国が本格的に地上部隊を戦闘に参加させる

ようになったのは､ 2002年になってからである｡

2002年初頭には､ 帰国したイラストリアスとフィ

アレスの代わりに､ 山岳戦や寒冷地戦を専門と

する第45コマンドー部隊を乗船させたヘリ空母

オーシャンを派遣した(34)｡ ３月18日には､ 下

院で G・フーン国防相が､ 戦闘を目的とする

地上部隊がアフガニスタン国内に展開している

ことを正式に認めた｡ 国防相は､ この派遣が米

国からの要請に基づくものであり､ また､ 第45

コマンドー部隊を中心とする地上部隊の規模は

約1,700人で､ これは湾岸戦争以来最大規模の

戦闘部隊の海外派遣であると証言している(35)｡

この地上部隊は ｢ジャカナ任務部隊｣ (Task

Force Jacana) と名付けられ､ 2002年の４月か

ら５月にかけて ｢コンドル作戦｣ (Operation

Condor) 等４つの戦闘作戦に従事した｡ J・ス

トロー外相の議会証言によれば､ アフガニスタン

国内にいる英軍は ｢独立した作戦を遂行してい

るのではなく､ 米国を支援している｣ のであり､

米中央軍の指揮下で行動しているという(36)｡

６月20日の下院でフーン国防相は､ この４つの

作戦により28の洞窟が破壊され､ 英国のヘリの

出撃回数も1,000回以上に及んだとその戦果を強

調した｡ そして､ 情勢の沈静化に伴い､ ジャカ

ナ任務部隊を７月末までに撤退させ､ 当面は交

代の地上部隊は派遣しないと証言している(37)｡� フランス

フランスが行った対米支援は､ 当初は間接的

なものにとどまった｡ フランス政府は､ 自国の

対米支援活動を ｢ヘラクレス作戦｣ (l'Oṕeration

Héracl`es) と命名し､ まず補給艦とフリゲート

艦各1隻をインド洋に派遣することを10月３日

に決定した(38)｡ 14日には､ 旧フランス領のジ

ブチにある仏軍基地に配備されている哨戒機ア

トランティックが周辺地域の偵察飛行を開始し

た｡ ジブチはアル・カーイダの拠点があると疑

われるソマリアの隣国で､ この偵察飛行もアル・

カーイダの活動を監視するためである｡ 19日に

はフランスの補給艦が米艦船に対する初の補給

活動を行い､ 22日には続いてインド洋に派遣さ

れた掃海艇による掃海活動も実施された｡

米国に追従することを嫌うフランスは､ 自国

の意思が作戦に反映されない限り本格的支援は

行わない方針であった｡ Ｌ・ジョスパン首相も､

｢フランスが新たな作戦に参加するためには､

軍事作戦とその目的の策定に我々が完全に関与

できることが必要になる｣ と議会で発言した(39)｡

しかし､ この問題は曖昧にされたままフランス

の支援は拡大していく｡ 11月21日､ 首相は議会

で空母シャルル・ド・ゴールを中心とする艦隊

のインド洋派遣を表明した｡ 海軍は､ シャルル・

ド・ゴールに加えフリゲート艦３隻､ 原子力潜
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水艦１隻､ 補給艦１隻で ｢473任務部隊｣

(Task Force 473) を編成した｡ シャルル・ド・

ゴールには､ 近代化改修型シュペル・エタンダー

ル攻撃機16機と E2-Cホークアイ早期警戒機２

機に加え､ ２機の最新鋭戦闘機ラファールＭが

艦載されていた｡ シャルル・ド・ゴールもラファー

ルも､ 共に実戦配備は今回の作戦が初めてであ

る｡ ラファールは2002年２月および３月に追加

配備され計７機が作戦に参加した｡ 473任務部

隊は､ 12月18日にインド洋で米空母セオドア・

ルーズベルトおよびジョン・C・ステニス等と

合流した後に､ アラビア海へと移動し空母艦載

機による警戒活動を開始した｡

2002年３月になると､ フランスは戦闘行動へ

の参加も開始する｡ ３月２日には､ 空軍の戦闘

機ミラージュ2000がキルギス共和国のマナス空

港に配備された｡ ３月１日から17日にかけてア

フガニスタン東部のガルデス地区で行われたア

ル・カーイダ掃討作戦 ｢アナコンダ作戦｣ (Ope-

ration Anaconda) においては､ 近代化改修型

シュペル・エタンダールとミラージュ2000が米

軍地上部隊への近接航空支援を行った｡ 同作戦

における仏軍機の出撃回数は１日約17回にも及

んでいる｡ 不朽の自由作戦において近接航空支

援を行った国は､ 米国以外ではフランスだけで

ある｡ ラファールは戦闘行動にこそ参加しなかっ

たが､ 印パ間の緊張が高まった６月に印パ国境

の偵察飛行を行っている(40)｡

これらの活動以外にも､ 473任務部隊は､ タ

リバンおよびアル・カーイダのメンバーが海路

で逃走することを阻止するための海上監視にも

従事した｡ 同部隊は６月23日に作戦海域から離

脱し､ ７月１日にトゥーロンに帰港している｡

作戦開始から６月19日までの間に､ 空母艦載機

の出撃回数は777回 (総飛行時間約6,000時間) に

及び､ これは不朽の自由作戦に参加した航空機

の全出撃回数の約10％に相当する｡ シュペル・

エタンダールによる近接航空支援は165回､ 偵

察飛行は100回 (総飛行時間約2,200時間)､ ホー

クアイによる警戒飛行は126回 (総飛行時間約500

時間) 行われた｡

以上に加え､ フランス空軍は､ タジキスタン

のドゥシャンベに輸送機 C-160と C-130を､ キ

ルギス共和国のマナスに空中給油機 KC-135を

派遣している｡ また､ フランスは､ ドゥシャン

ベ､ マナス､ マザリ・シャリフの空港警備のため

にそれぞれ数百人規模の地上部隊を配備した(41)｡

さらに､ フランスの情報員は 9.11テロ発生以前

から北部同盟に潜入しており､ 米国は北部同盟

と接触するのにフランスが開拓したルートを活

用したともいわれているし､ フランス政府は公

式には認めていないが特殊部隊もアフガニスタ

ンに派遣されていたようである(42)｡ フランス

がアフガニスタン周辺に展開した兵力は､ 約

4,000人 (そのうち473任務部隊が3,500人) であっ

た(43)｡ また､ フランスは､ NATOが決定した

８つの措置の内の第4番目に基づく行動として､

米国に派遣された NATO の AWACS 部隊が

バルカン半島で行っていた警戒活動を自国の

AWACSで引き継いでいる｡

しかし､ フランスの対米支援は､ 必ずしもス

ムーズなものではなかった｡ 米軍との調整不足

や軍事作戦に関する見解の相違が原因で､ フラ

ンスは米国との共同作戦にフラストレーション

を感じることが多かった｡ 同盟の力作戦の場合

と同様に､ フランスは､ 米国の作戦立案者がフ

ランスの航空機に割り当てた空爆目標を､ 民間

人への配慮が足りないとして拒否することもあっ

た(44)｡ フロリダの米中央軍司令部に派遣され

たフランスの将校も､ 人道支援任務以外は実質

的な軍事作戦の立案には関与できず､ ｢これで

は軍事行動に関して米国に白紙委任状をわたす

ようなものだ｣ と不満を漏らしている(45)｡� カナダ

不朽の自由作戦が開始された10月７日､ Ｊ・

クレティエン首相は対テロ戦への兵力提供を表

明し､ 対米支援作戦 ｢アポロ作戦｣ (Operation

Apollo) を開始した(46)｡ 翌８日､ カナダ海軍は､

NATOの常設地中海艦隊に配属されていたフ
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リゲート艦ハリファックスに､ NATOの指揮

下から離脱しアラビア海へ向かうように命じた｡

アラビア海到着後､ ハリファックスは米国のカー

ル・ビンソン空母戦闘群に編入されている(47)｡

10月17日には､ 駆逐艦､ フリゲート艦､ 補給艦

各１隻からなる艦隊もカナダを出港し､ 11月20

日にアラビア海に到着した｡ 2002年１月のピー

ク時には､ カナダ海軍は艦船６隻､ 人員約1,500

人をアフガニスタン近海に展開している｡ その

後も常時２－５隻の艦船を展開し､ 主として､

米軍の空母や強襲揚陸艦の護衛､ 洋上補給､ 海

上監視を行っている｡ 2002年11月までの約１年

間で､ カナダの艦船は１万隻以上の船舶に対し

て国籍等の確認を行い､ 乗船しての臨検も260

回以上に及んだ｡ これは､ 作戦参加国が行った

臨検回数の約60％に相当する｡

2001年11月､ 米国は同盟国に対し､ 北部同盟

の支配地域に地上部隊を配備し人道支援と治安

維持を行うように求めた｡ これに応じる形で､

カナダ陸軍は約1,000名の即時対応地上部隊を

アフガニスタンに派遣した｡ さらに米国は､ カ

ンダハル周辺に展開する米国の地上部隊にカナ

ダの兵力約750人を編入させるようにと､ カナ

ダ政府に直接依頼する｡ この要請を受け､ カナ

ダは､ 2002年１月に１個軽歩兵大隊を中心とす

る地上部隊の派遣を決定した｡ 部隊の派遣は２

月から開始され､ 米軍と共同の戦闘作戦にも従

事した｡ ３月のアナコンダ作戦にもカナダの狙

撃兵等16名が参加し､ ３月13日から19日にかけ

ては､ ガルデス地区で米加両部隊による強襲作

戦 ｢ハープーン作戦｣ (Operation Harpoon) が

アナコンダ作戦と並行的に行われた｡ また､ ４

月17日には､ 米軍機の誤爆により訓練中のカナ

ダ兵４名が死亡するという事故もあった｡ この

部隊は､ ７月末に撤退を完了している｡

カナダ空軍は､ 2001年11月16日､ CC-150ポ

ラリス大型輸送機１機と人員約40名からなる戦

略空輸部隊を編成した｡ 同部隊は､ カナダ・湾

岸間の人員および補給物資の輸送活動に従事し､

2002年５月20日の活動終了までの間に人員約

2,300名､ 物資約3,500トンの輸送を行った (そ

の後も､ 通常の輸送活動として CC-150による輸送

は行われている)｡ 12月27日には､ ２機の CP-140

オーロラ偵察・対潜哨戒機と人員約200名を湾

岸に派遣し､ アラビア海北部における洋上偵察

飛行を開始した｡ さらに2002年１月21日には､

３機の C-130ハーキュリーズ輸送機と人員180

名からなる戦術空輸部隊の湾岸への配備も開始

された｡ 同部隊は湾岸・カンダハル間の輸送活

動に従事し､ 2002年11月の時点においても活動

中である｡

不朽の自由作戦において､ カナダは平均して

約3,000人の兵力を提供しており､ これは米､

英､ 仏に次いで4番目に大きな兵力であった｡

さらに､ カナダは､ 米国とカナダが共同で運営

している NORAD (北米航空宇宙防衛司令部)

を通じて､ 米国の本土防衛作戦であるノーブル・

イーグル作戦にも協力している｡ 2003年２月13

日現在､ アポロ作戦に従事するカナダ軍兵士は

958名となっている(48)｡� ドイツ

9.11テロが発生すると直ちにドイツは､ 首相

および主要閣僚で構成される連邦安全保障会議

を招集し対応策を協議した｡ Ｇ・シュレーダー

首相は､ 会議後に米国への ｢無制限の連帯｣ を

表明し､ さらに10月11日には､ 米国の軍事行動

は安保理決議に基づく正当な自衛権の行使であ

るとの演説を行った(49)｡ しかしながら､ ドイ

ツは軍事的な対米支援をすぐには開始せず､ 当

初は NATO の AWACS 部隊に兵員を提供す

るだけにとどめた｡ ドイツ連邦軍による軍事支

援を行うためには､ 政府は､ まず国内世論をま

とめる必要があった｡ そのために､ シュレーダー

首相は､ 10月14日の連邦議会において､ 戦後ド

イツの外交政策の転換を促す画期的な所信表明

演説を行う｡ 首相は､ 米国に対して ｢無制限の

連帯｣ という言葉以上の支援を行う用意がある

とした上で､ 国際社会の安全を維持するために

軍事行動への参加も含む責任を果すことは､ も
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はやドイツの新しい外交政策の ｢常識｣ となっ

たのだと宣言したのである(50)｡

11月になると､ ドイツ政府は独自の軍事支援

を検討し始める｡ 11月７日には､ 政府は派兵同

意決議案を連邦議会に提出した｡ 決議案は､

｢安保理決議1368号に従い､ あらゆる必要な措

置を持って､ テロ活動による世界平和と国際の

安全に対する脅威と戦うことを任務｣ として､

ドイツ連邦軍を ｢国連憲章第51条および北大西

洋条約第５条に基づき｣ 不朽の自由作戦に参加

させるという内容であった｡ また､ 当面の派遣

期間は12ヶ月､ 兵力は最大3,900名とされた(51)｡

この兵員数は米国からの要請に基づくもので､

その内訳は港湾・航路の安全確保のための海軍

1,800人､ 生物・化学兵器探知部隊800人､ 航空

輸送部隊500人等であった(52)｡ シュレーダー首

相は ｢米国からは一般的な地上戦や空爆への参

加は求められていない｣ と戦闘行為への参加で

はないことを強調したが､ この決議案に対して

は連立与党の社会民主党や緑の党の中からも反

対の声が上がった｡ 最終的には､ 首相が自らの

信任案とこの決議案を絡めることで連立与党を

まとめあげ､ 11月16日に同決議案は賛成336､

反対326の僅差で可決された(53)｡

この決議に基づき､ ドイツは､ 11月26日から

2002年１月10日まで､ ドイツのラムシュタイン

米軍基地からトルコのインシルリック基地間の

物資輸送を､ C-130輸送機でほぼ毎日３回の頻

度で実施した｡ 2002年２月には､ クウェートに

250名の NBC (核・生物・化学) 兵器防護大隊

を派遣し､ 演習を実施している｡ 演習は３月初

旬に終了し本隊は帰国したが､ その後も NBC

兵器に対処可能な特殊装甲車フックスと兵員約

50名は同国に留まっている(54)｡ また､ ドイツ

は､ フリゲート艦３隻､ 高速警戒艇５隻､ 支援

艦艇４隻をソマリア沿岸海域 (いわゆる ｢アフ

リカの角｣) に､ シー・キング対潜哨戒ヘリ２

機をジブチに配備し､ シー・レーンの確保と臨

検を実施している (派遣要員は約1,400名)｡ ドイ

ツは同海域に展開している５カ国で構成される

多国籍艦隊の指揮もとっている(55)｡

ドイツはアフガニスタン国内に特殊部隊も派

遣しているが､ 政府は国内世論を考慮して当初

は公表を控えていた｡ 2002年３月のアナコンダ

作戦にも､ フランス､ デンマーク､ ノルウェー､

カナダ､ オーストラリアの部隊と共に､ ドイツ

は特殊部隊約100名を参加させている｡ 同作戦

へのドイツの参加を米国が公表してしまったた

め､ それを秘密にしていたドイツ政府が米国に

抗議するという一幕もあった(56)｡ なお､ 11月

15日には､ ドイツ軍のアフガニスタン派遣の１

年延長が､ 連邦議会で前回とは対照的に573対

11の大差で承認された(57)｡

国内的な制約から直接の戦闘参加が困難であ

るドイツは､ バルカンにおける平和支援活動へ

の貢献を高めることで米国の作戦をバックアッ

プしようとした｡ とりわけ､ NATOが2002年

９月26日にマケドニアで国際停戦監視団の保護

を任務とする ｢アンバー・フォックス作戦｣

(Operation Amber Fox) を開始すると､ ドイ

ツは要員の大部分 (約600名) を負担し､ 作戦

の指揮もとった(58)｡ 前述したように､ 2003年

２月からは､ ISAFの指揮をオランダと共同で

とることも予定されている｡ 2002年11月の時点

で､ ドイツは､ 不朽の自由作戦に1,135人､

ISAFに1,336人､ コソヴォに4,390人､ ボスニ

ア・ヘルツェゴヴィナに1,458人､ マケドニア

に225人の兵力をそれぞれ展開している(59)｡� その他の NATO諸国

以下では､ 英・仏・独・カナダ以外のNATO

加盟国が行った対米支援の概要を､ 2002年６月

に米国防総省が発表した資料､ および2002年10

月に米国務省が発表した資料に基づき紹介す

る(60) (順序はアルファベット順)｡

○ベルギー：2001年10月に行われたベルギー､

スペイン､ オランダ､ ノルウェーによるアフ

ガニスタンへの国際的な人道支援活動を指揮

し､ 約100トンの食糧を供給｡ また､ ベルギー
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国内からタジキスタンのドゥシャンベに向け

C-130輸送機で食糧を輸送｡

○チェコ：クウェートに NBC兵器の探知・除

染部隊 (251名) を配備｡ 新設されたアフガ

ニスタン国軍に制服1,000着を供与｡ 米国で

活動する NATOの AWACS部隊に対して､

人員・物資の輸送を実施 (2002年６月の時点

で46回)｡ ISAFの活動の一環として､ バグラ

ムに医療部隊を派遣｡

○デンマーク：アフガニスタンに100名の特殊

部隊を派遣｡ 同部隊は米国の指揮下で行動し､

アナコンダ作戦にも参加｡ キルギス共和国の

マナス飛行場に C-130輸送機1機を派遣し､

アフガニスタンへの輸送活動を実施｡ 2002年

10月には､ マナスに F-16戦闘機を６機配備｡

ISAF の活動で死亡者３名､ 負傷者３名

(2002年６月時点)｡

○ギリシャ：特殊部隊１チームと S-70汎用ヘ

リ１機を乗せたフリゲート艦１隻をアフガニ

スタン近海に派遣｡ アフガニスタン国内に C-

130輸送機１機と１個工兵中隊を配備｡ クレ

タ島の海軍基地および空軍基地を､ 同盟国の

兵站活動に提供｡ ISAFに工兵隊100名等を

派遣｡ パキスタンのカラチに C-130輸送機２

機を配備し ISAFへの輸送活動を実施｡

○ハンガリー：アフガニスタンの国軍に小火器

や弾薬を含む６個大隊分の装備を提供｡

○イタリア：北アラビア海にイタリア唯一の空

母戦闘群を派遣し､ 米軍と共に行動 (不朽の

自由作戦に参加した全海軍の13％以上をイタリア

が提供)｡ 2002年10月までに､ パキスタンに

軍需物資7.7トン以上を輸送｡ バグラム飛行

場の滑走路を43名の工兵隊が補修｡ ISAFに

人員を提供すると共に､ ISAF向けの輸送活

動に C-130輸送機３機等を提供｡

○オランダ：カタールのアル・ウデイド空軍基

地に KDC-10空中給油機１機を配備｡ C-130

輸送機による人道支援物資の輸送｡ ペルシャ

湾にフリゲート艦２隻を派遣｡ 2002年10月か

らは､ マナス飛行場に６機の F-16を配備｡

○ノルウェー：アフガニスタン国内に特殊部隊

を派遣し､ アナコンダ作戦にも参加｡ カンダ

ハルとバグラムの飛行場に地雷除去部隊を派

遣｡ マナス飛行場に C-130輸送機を配備し､

自国の特殊部隊への補給や人道支援物資の輸

送を実施｡ 2002年10月から､ マナスに６機の

F-16を配備｡ アフガニスタン国軍に700名分

の装備を供与｡

○ポーランド：バグラムに工兵小隊を派遣｡ ア

フガニスタンにおける地雷除去活動および海

上における監視活動にも協力｡

○ポルトガル： ISAFに８名の医療部隊を派

遣｡ C-130による輸送活動も実施｡

○スペイン：2002年９月までバグラムに野戦病

院を設置｡ P-３対潜哨戒機１機をジブチに､

フリゲート艦２隻と補給艦１隻をアフリカの

角に派遣し､ 同海域における監視活動に参加｡

マナスに C-130輸送機１機と捜索・救難ヘリ

２機を配備｡

○トルコ：KC-135空中給油機による空中給油

を実施｡ ISAF に人員最大約1,400名を提供

し､ 2002年６月から指揮をとる｡ これに加え､

2001年11月にはアフガニスタン国内に特殊部

隊90名を派遣し､ 反タリバン勢力の軍事訓練

と人道支援活動のサポートを行ったという報

告もある(61)｡

Ⅳ 米欧間の ｢能力ギャップ｣� ギャップの原因と現状

不朽の自由作戦は､ 米軍の圧倒的な ｢ハイテ

ク軍事力｣ を見せつける場となった｡ オハンロ

ンは､ 今回の作戦において進歩が顕著であった

点として､ 通信能力の向上､ UAV (無人航空機)

や JSTARS (ジョイント・スターズ) による偵

察・情報収集能力の向上､ 地上の特殊部隊によ

る情報収集と精密誘導兵器の組み合わせによる

攻撃精度の向上等を指摘している(62)｡ しかし､

米国と欧州諸国の軍事力に大きな格差が存在す

ることも同時に明らかとなった｡ 不朽の自由作
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戦で軍事的には脇役に追いやられた欧州諸国は､

米国との格差を痛感することになった｡

この格差を象徴する事例として､ 次のような

ことがあった｡ 今回の作戦において当初米国は､

NATOで採用している暗号通信システムでは

なく米軍独自のより先進的な通信システムを採

用していた｡ そのため､ フランスの航空機は､

米軍の地上部隊からの通信を受信できなかった｡

フランスによる近接航空支援が可能となったの

は､ 米国が通信傍受の危険が減ったと判断しフ

ランスと同じ ｢旧式｣ のシステムの使用を許可

したからだというのである(63)｡ フランスの対

米支援作戦を指揮する J・P・ガヴィアール将

軍は､ ｢我々にとっては NATOの様式が基準

だが､ 米国にとっては､ それは彼らの世界のう

ちの小さな一部に過ぎない｡ 共に作戦を遂行す

ることは不可能ではないが､ それは非常に複雑

なものになってしまう｣ と語っている(64)｡

NATOは､ 長年にわたり加盟国の軍隊間の

インターオペラビリティ (相互運用性)(65) を重

視してきた｡ NATOはインターオペラビリティ

を高めるために､ 各種の標準化協定を結び､ 主

に作戦の標準化 (ドクトリン､ 戦術､ 訓練､ 地図

作成法等)､ 物資の標準化 (指揮・統制・通信シ

ステム､ 兵器体系､ 弾薬､ 燃料等)､ 軍管理の標

準化 (主に用語や統計作成法) を進めてきた(66)｡

しかし､ 不朽の自由作戦では､ 米軍は同盟国と

のインターオペラビリティを減少させることに

なろうとも､ 一部の領域において独自の先進技

術の使用を優先した｡ それは､ 同盟国にあわせ

て ｢時代遅れ｣ のシステムを採用することを米

軍が拒否した結果である｡ そのため､ 米軍は､

自軍とインターオペラビリティのない同盟国の

軍隊が戦闘に参加することには消極的になった｡

｢不朽の自由作戦への同盟国の参加を認めるこ

とに米国が躊躇したのは､ 無関心や傲慢､ 利益

の不一致からではなく､ 軍事的効率性に基づく

考慮からだった｣(67) のである｡

米欧間の ｢能力ギャップ｣ (Capabilities Gap)

が問題となったのは､ 決して今回が初めてではな

い｡ 冷戦後に NATO諸国が関与した一連の軍

事作戦 (とりわけ湾岸戦争およびバルカンにおける

平和支援活動と同盟の力作戦) が行われるたびに､

能力ギャップの存在が指摘されてきた(68)｡ ロバー

トソン事務総長が1999年の事務総長就任時に､

NATOの３つの優先課題は ｢能力､ 能力､ 能

力｣ (Capabilities, Capabilities, Capabilities) で

あると発言して以来､ この言葉は NATO関係

者の標語ともなっていた｡ NATOの第２次拡

大を決定するはずのプラハ・サミットを前にし

て､ NATOの機関誌である 『NATOレヴュー』

が拡大問題ではなく ｢能力､ 能力､ 能力｣ と題

する特集を組んだことは､ 今回の作戦で明らか

になった能力ギャップの深刻さを象徴する出来

事であった(69)｡

冷戦期においても､ 米欧間の軍事力の格差は

バードン・シェアリングの問題として常に懸案

事項となっていた｡ しかし､ それは主として国

防費や通常兵力の規模をめぐっての対立であっ

て､ 軍事力の質やインターオペラビリティはさ

ほど重視されていなかった｡ 何よりもソ連とい

う脅威を前にしては､ 米欧には協力する以外の

選択肢はなかった｡

とはいえ､ 米欧間にギャップが生まれる要因

は冷戦期から存在していた｡ 当時､ 東西間の戦

争が勃発すれば自国が戦場となる西欧諸国は､

ソ連の侵攻に対抗して重装備の軍を創設するこ

とに専念していた｡ 西欧諸国にとって､ 軍を国

外で活動させるために必要となる輸送や兵站の

優先度は低かった｡ 一方､ 本土から遠く離れた

場所で戦わなければならない米軍には､ 機動性､

継戦能力､ 海外展開能力が求められた｡ そのた

め､ 米国は､ 戦略輸送､ 兵站､ 空母戦闘群､ 空

中給油といった能力を強化せざるを得なかった

のである｡ 米国海軍大学院のＤ・ヨストが指摘

するように､ この点で､ 戦後の西欧諸国は恵ま

れた条件の下で発展してきたといえる｡ 何故な

ら､ 西欧諸国は､ 中東や湾岸等における自国の

経済的な権益の防衛をほぼ全面的に米国に依存

してきたからである(70)｡
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冷戦後の NATOは欧州周辺地域への関与を

重視するようになったが､ その任務を遂行する

ためには軍隊の遠征能力が必要不可欠である｡

米国は冷戦期からそのような能力を育成してき

たし､ さらに冷戦後には､ 湾岸戦争の教訓と２

正面戦略の採用により以前にも増して遠征能力

を重視するようになった｡ 一方､ 西欧諸国にとっ

ては､ 遠征軍への脱皮は兵力構成の抜本的な変

革を意味していた｡ ところが､ ソ連の脅威の消

滅を目の当たりにした欧州は､ ｢平和の配当｣

を求め国防費の削減を進めたのであった｡ 冷戦

後の米国が ｢グローバルな国家安全保障戦略｣

を採用し ｢兵力計画の照準を欧州から [湾岸や

朝鮮半島等における] 地域紛争へとシフトさせ

た｣ のとは対照的に､ ｢欧州の視野は､ 明らか

にグローバルではなく地域的なもの｣ に限定さ

れているのである(71)｡ このような米欧の戦略

の相違が､ 軍事能力のギャップをさらに増幅さ

せることとなった｡

ヨストによれば､ このギャップは技術・投資・

調達等の様々な分野におけるギャップが複合し

て生じたものであり､ 米国は ｢戦略的機動力

(空中給油や空輸能力)､ 水上艦および潜水艦､

精密誘導弾､ 電子戦､ 兵力投射 (長距離空輸と

ミサイル攻撃)､ ……C4ISR (指揮・統制・通信・

コンピューター・情報・監視・偵察)｣ の分野で量

的および質的に欧州を凌駕し､ その結果､ 遠征

作戦の計画および遂行の点において､ すべての

欧州諸国の能力を合計しても米国のそれには及

ばないという状況が生起しているのである(72)｡

各国の国防費は､ 米欧間のギャップの原因と

実状を明確に映し出している(73)｡ 表１－１お

よび表１－２は､ 1985年以降の国防費の推移で

ある｡ これを見て明らかなのは､ 冷戦後の

NATO全体の国防費は減少傾向にあるが､ 米

国がただ１国で全体の約60％を負担し続けてい

る構図に変化はないという事実である｡ もちろ

ん､ 米国の国防費が欧州諸国よりも大きいのは､

米国がグローバルな戦略を採用し､ 世界各地に

軍を展開させているからでもある｡ しかし､ 米

国の見解では欧州諸国も米軍が保障している世

界の安定から利益を得ているのであり､ ここに

米国が欧州に対してバードン・シェアリングを

求める根拠がある｡ しかも､ 2002年の統計を見

てもわかるように､ 対テロ戦遂行のために米国

は国防費を増大させており､ 米欧間のギャップ

の一層の拡大が懸念されている｡ 国防費の対

GNP比 (表２) では､ 減少率こそ米国の方が

高いが､ 冷戦後も米国が約３％の国防費を維持

しているのに対し､ 欧州諸国のそれは２％にま
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表１－１ 国防費の推移 (経常価格) (単位：億ドル)

1985年 1990年 1995年 2000年 2002年�
米 国 (％) 2,581 (72.1) 3,062 (60.8) 2,789 (59.1) 3,017 (63.6) 3,509 (67.2)

米国を除く加盟国
の合計� (％) 1,998 (27.9) 1,977 (39.2) 1,934 (40.9) 1,726 (36.4) 1,713 (32.8)

NATO 全体 3,579 5,039 4,723 4,743 5,222

表１－２ 国防費の推移 (1995年不変価格) (単位：億ドル)

1985年 1990年 1995年 2000年 2002年�
米国 (％) 3,497 (60.6) 3,550 (60.6) 2,789 (59.1) 2,696 (57.5) 2,950 (59.8)

米国を除く加盟国
の合計� (％) 2,272 (39.4) 2,309 (39.4) 1,934 (40.9) 1,994 (42.5) 1,987 (40.2)

NATO 全体 5,769 5,859 4,723 4,690 4,937

出展："Financial and Economic Data Relating to NATO Defence, Defence Expenditures of NATO Countries
(1980-2002)", M-DPC-2 (2002) 139, 20 December, 2002.� 1985-1995年の米国を除く加盟国は､ ベルギー､ デンマーク､ フランス､ ドイツ､ ギリシャ､ イタリア､ ルクセンブルク､ オ

ランダ､ ノルウェー､ ポルトガル､ スペイン､ トルコ､ イギリス､ カナダの14カ国｡ 2000年および2002年は､ チェコ､ ハン
ガリー､ ポーランドも加えた17カ国｡ なお､ アイルランドは軍隊を保有せず国防費は無いので統計から除外されている｡� 2002年は推計｡



で減少している｡ 2002年の統計で､ 対 GNP比

２％を越える国防費を支出している欧州の加盟

国は､ トルコ (5.0％) ギリシャ (4.4％)､ フラ

ンス (2.5％)､ 英国 (2.4％)､ ポルトガル (2.3

％)､ チェコ (2.1％) と16カ国中わずか６カ国

にすぎない｡ 近年の NATOは対 GNP比３％

を国防費の目標としているが､ それをクリアー

しているのは米国以外ではギリシャとトルコの

みなのである｡

しかし､ 米欧間の能力ギャップには､ 国防費

の総額のギャップ以上のものがある｡ 欧州諸国

の多くは､ 冷戦期の兵力構成からの脱却が遅れ

ている｡ それを最も顕著に表しているのが､ 各

国の兵員数である｡ 米国の兵員数は､ 第二次冷

戦のピークであった1986年の約215万人から､

2002年には約141万人にまで削減されている｡

在欧米軍 (地中海に展開する第６艦隊も含む) も､

1986年の約35万人から2002年の約11万人へと削

減された｡ 同様に､ 欧州諸国も､ 1986年の約327

万人 (当時の欧州の NATO加盟14カ国の合計) か

ら2002年の約228万人 (現在の欧州の NATO加盟

17カ国の合計､ 1999年に加盟した３カ国を除けば約

204万人) へと兵員を削減した(74)｡ しかし､ 欧

州諸国は兵力をより大胆に削減することが可能

なはずである｡ 全世界に展開する米軍でさえ約

141万の兵力しか保有していないのに､ 兵員の

大半を欧州大陸に留めている欧州諸国が､ 米国

を遥かに上回る規模の軍を維持しなければなら

ない合理的理由はない｡ Ｆ・エイスブールは､

米欧間のギャップの最大の要因がこの点にある

と指摘し､ 皮肉を込めて ｢欧州が優っている唯

一の領域は使い物にならず無駄な兵員数である｣

と述べている(75)｡

欧州の兵員数が過剰であることには､ いくつ

かの理由がある｡ 冷戦期においては､ ソ連の大

規模侵攻に対処するために､ 英国とルクセンブ

ルクを除くすべての欧州の NATO加盟国が徴

兵制を採用して大量の兵力の確保に努めた｡ 冷

戦後そのような軍隊の必要性が薄れたにもかか

わらず､ 戦略の見直しが遅れた結果､ 欧州諸国

はいまだに冷戦構造下の兵力構成を引きずって

いる｡ 各国が徴兵制を廃止し専門的かつ機動的

な軍隊への脱皮を開始したのは､ ようやく最近

のことである｡ しかし､ それ以上に決定的な要

因は､ 欧州各国が､ 自己完結的な独自の国軍を

個別に保有しているという点にある｡ 欧州を１

つの国家と仮定すれば､ 例えば内陸部であるフ

ランスやドイツに大量の陸軍を配備する必要性

は必ずしもない｡ 各国が独立した国防政策・体

制を採用しているために､ かなりの無駄が生じ

ているのである｡ この問題を解決するためには

欧州の軍事的な統合を進展させなければならな

いが､ それもまた容易なことではない｡

欧州の過剰な兵員数と米欧の国防費の格差を

考え合わせれば､ 欧州諸国の国防費が人件費に

よって逼迫されているであろうことが推察でき

る｡ 事実､ 2002年の国防費に占める人件費の割

合は､ 以前から志願兵制を採用している米国が

34.7％､ 英国が39.3％なのに対して､ 他の同盟

国の半数以上が50％を越えている (例えば､ ポ

ルトガル78.2％､ イタリア71.9％､ スペイン65.0％､

フランス60.3％､ ドイツ60.2％)｡ そして､ この結

果は､ 装備への投資の不足へと帰結する｡ 2002

年の国防費に占める装備調達費 (研究・開発費
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表２ 国防費の対GNP比 (経常価格)

1985-89年平均 1990-94年平均 1995-99年平均 2000年 2002年�
米国 6.0％ 4.7％ 3.3％ 3.1％ 3.3％

欧州の NATO 加
盟国平均� 3.2％ 2.6％ 2.2％ 2.1％ 2.0％

出展："Financial and Economic Data Relating to NATO Defence, Defence Expenditures of NATO Countries
(1980-2002)", M-DPC-2 (2002) 139, 20 December, 2002.� 1995-99年平均の欧州のNATO 加盟国には､ チェコ､ ハンガリー､ ポーランドは含まれていない｡ アイルランドは軍隊を保
有せず国防費は無いので統計から除外されている｡� 2002年は推計｡



を含む) の割合は､ 米国が24.9％､ 英国が24.2

％なのに対して､ ノルウェーとトルコを除く他

の同盟国はすべて20％以下である｡ 米国は1980

年以降20％以上を維持しているが､ ドイツでは

1985－89年平均の19.6％が2002年には12.2％に､

イタリアでも同じく19.7％が13.3％に減少した｡

米欧の国防費の総額の絶対量の差を考慮すれば､

実際の投資金額の差は甚大なものとなる｡ 2001

年に米国が支出した装備の研究・開発費は､ ド

イツの国防費の総額よりも大きいといわれてい

る(76)｡ この傾向が続く限り､ 装備面で欧州が

米国に追いつくことはまず不可能である｡ しか

も､ 兵員数の場合と同様に装備に関しても､ 欧

州諸国が独立した軍隊を維持することで無駄な

重複が生じている｡ さらに､ 財政規模の小さな

欧州の小国にとっては自国だけで高価な近代兵

器を調達することは困難で､ ここでもまた欧州

諸国の協調した行動が求められている｡

米欧間の能力ギャップは､ 1990年代に米欧が

共同の軍事行動を実際に行うようになって顕在

化した｡ 例えば､ 同盟の力作戦では､ 地上部隊

の派遣が開始された初日に現地に到着できた欧

州の部隊はたった９個大隊だけであった(77)｡

また､ 同作戦では ｢攻撃的電子戦､ 空中からの

指揮・管制､ 全天候型の精密誘導弾､ 空中給油､

地上の移動目標の捕捉等に関しては､ その大部

分もしくは全てを米国が提供した｣ といわれ

る(78)｡ 米国が150機以上の空中給油機を作戦に

参加させたのに対して､ 英仏はそれぞれ約10機

を提供しただけであった｡ 味方の航空機への指

揮・管制でも､ NATOの AWACSは早期警戒

に最適化されていて管制能力が低いため､

NATOは全面的に米国の EC-130 (C-130に空中

指揮・管制能力を持たせた機体) に依存すること

となった｡ 空爆の遂行にはジャミングや対レー

ダー・ミサイルによる SEAD (敵防空網制圧)

が必須であるが､ そのような攻撃的な電子戦も

ほとんどが米国の EA-6Bプラウラーによって

行われた(79)｡ さらに､ JSTARSや悪天候下で

も使用可能な精密誘導弾を保有しているのも､

米国のみであった｡

より深刻なのが､ 軍事技術のギャップである｡

RMA (軍事における革命) を推進する米軍は情

報通信にかなりの投資をしているため､ 特に

C4Iの領域における米欧のギャップはますます

拡大する傾向にある｡ C4Iのギャップが重大な

のは､ それがあまりにも拡大しすぎると軍の共

同行動自体がそもそも不可能となってしまうか

らである｡ 先に例示したように､ 不朽の自由作

戦では､ フランスの航空機は米軍の通信を受信

できなかった｡ 現在､ 米国は余計なコストを払っ

て､ 同盟国と歩調を合わせるために古いシステ

ムも維持している｡ 米国がこのコストを敬遠す

るようになれば､ 米欧の軍隊間で通信が不可能

になるという事態も発生しかねない｡

エイスブールは､ 以上のような状況を総括し

て次のように述べている｡ ｢欧州諸国全体の国

防費は米国の約60％であるので､ 理論上は米国

の60％の能力を持っているはずである｡ しかし､

欧州の能力は米国に比して､ 戦略的な偵察や戦

域レベルの C4ISRではおそらく10％以下､ 空

輸能力では20％以下､ そして空中発射精密誘導

弾の領域では10％以下でしかない｣(80)｡� ギャップ解消に向けた取り組み

能力ギャップの存在は､ 米欧双方にとって重

大な問題である｡ 欧州が過度に米国に依存する

ならば､ 米国は負担の増大に不満を抱き､ 欧州

に対するバードン・シェアリングの要求を強め

るようになる｡ 欧州諸国にとっても､ 対米依存

は安全保障の領域における欧州の発言権の低下

を意味する｡ また､ ギャップの拡大はインター

オペラビリティを低下させ､ 米欧の軍隊が共同

で作戦に従事することを困難にする｡ 最悪の場

合には､ ハイテクを用いた短期間の戦闘は米国

が行い､ その後の地道な平和維持は欧州が担当

するという ｢労働分業｣ が生じる可能性もある｡

そうなれば､ 米欧の戦略的な関心にずれが生じ､

同盟の団結が弱体化することは避けられない｡

不朽の自由作戦が米軍主導で進められ ISAFが
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欧州に任せられたという事実は､ この危険が現

実化しつつあることを意味している｡

とはいえ､ 欧州諸国が米軍と同等の高度な戦

力を保持する必要は必ずしもない｡ 仮に欧州が

平和維持活動への特化を選択するならば､ 電子

戦能力や精密誘導弾等はそれほど必要とはされ

なくなる｡ しかしながら､ 英国キングス・カレッ

ジのＡ・ドーマンは､ 欧州諸国も最低限の遠征

能力は保有すべきだと考えている｡ 同氏は､ そ

の理由として､ 国連を通じての活動や米国との

共同作戦の遂行､ 欧州周辺地域の民族的不安定

性への対処､ 天然資源の権益確保､ 旧植民地へ

の関与等を行う必要が欧州にもあることを指摘

している(81)｡

湾岸戦争以後､ 能力ギャップは常に NATO

の懸案事項となっていたが､ 欧州諸国の関心が

安全保障よりも欧州統合に向けられていたこと

もあって､ ギャップを埋めるための対策はなか

なかとられなかった｡ しかしコソヴォ紛争は､

欧州諸国の軍事力だけでは欧州周辺の安定すら

維持できないという現実を明瞭にした｡ この経

験が契機となり能力ギャップに対する欧州の憂

慮が深刻化したことで､ ようやくギャップ解消

に向けた取り組みが動き出したのであった｡

1999年４月の NATOワシントン・サミット

では､ 非５条事態も視野に入れた能力改善計画

である ｢防衛能力イニシアティブ｣ (Defence

Capabilities Initiative / DCI) が承認された｡

DCIは加盟国が改善すべき58の項目を列挙し､

それらを､ ①機動力と海外展開能力 (輸送等)､

②継戦能力 (本土から離れた地域で長期間に渡り

作戦を遂行する能力や兵站)､ ③戦闘の効率性

(精密誘導弾や全天候型の兵器システムといった先

進技術)､ ④生存可能性 (部隊やインフラの防護､

偵察・監視システム､ 防空システム､ 大量破壊兵器

防御)､ ⑤インターオペラビリティのある通信・

情報システムの５つにグルーピングしている(82)｡

NATOは各国の DCIへの取り組み状況を監督

するための組織も立ち上げたが､ 実質的な進展

はほとんど無かった｡ その原因としては､ DCI

が改善点を列挙するだけで具体的な目標を設定

していないこと､ コソヴォ紛争が終結すると欧

州諸国の危機感が薄れてしまったこと､ 欧州諸

国の財政状況が国防費の増大を許容する状態に

はないこと等が指摘できる｡ さらに､ DCIに

対しては､ それが米国の要求に基づく米軍をモ

デルとした計画であり､ 米軍の RMA に追従

しても対米依存が増大するだけにすぎないとい

う欧州側からの批判もある(83)｡ 一方､ ランド

研究所が発表した米独シンクタンクの共同報告

書は､ DCIは米軍のトランスフォーメーショ

ンとの連動性に欠けるだけでなく､ 共通の戦略

に基づいておらず長期的な視野がないと指摘し

ている(84)｡

欧州諸国は､ NATOの枠外でも能力改善に

取り組んでいる｡ EUは､ 1999年のヘルシンキ・

サミットにおいて､ 最大兵力６万人の緊急対応

部隊を2003年までに創設するという目標 (｢ヘッ

ドライン・ゴール｣) を設定した｡ 2000年および

2001年に EUが開催した能力改善をテーマとす

る会合では､ 緊急対応部隊創設には戦略的な空

海輸能力等の強化が不可欠だとされ､ 大型輸送

機や JSTARSの共同調達も提案された(85)｡ こ

の検討結果を受け2001年12月の EUラーキン・

サミットでは､ EU独自の能力改善計画である

ECAP (欧州能力行動計画)が承認されている(86)｡

しかし､ ECAPで指摘された改善点の多くは

DCI と重複していて､ EU 独自の軍事力と

NATOの関係がいまだに曖昧であるのと同様

に､ ECAPと DCIの関係も明確ではない｡

小国の多い欧州諸国が各国の個別的努力だけ

で米国に追いつくことは不可能である｡ そのた

め､ 欧州諸国は､ 防衛分野においても各種の多

国間協力を進めている｡ 例えば､ 英・仏・独・

伊の４カ国は､ 1990年代中頃に創設された兵器

の共同開発・調達を円滑に実行するための ｢共

同装備協力機構｣ に関する条約を2001年に正式

に結び､ さらにその門戸を他の欧州諸国にも開

放している(87)｡ この４カ国とスペインおよびス

ウェーデンは､ 防衛産業再編を促進する協定に
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も調印し､ 技術や情報の共有に対する障壁を減

らし､ 装備調達で協調することを誓約した(88)｡

2000年には ｢欧州空輸軍｣ の創設に欧州諸国は

合意し､ 約200機の大型輸送機エアバス A400

Mを調達することが計画されている(89)｡ さら

に､ 英・仏・独・伊・蘭・ベルギー・スペイン

の空軍が参加する ｢欧州航空群｣ は､ 各国の輸

送機および空中給油機の共同運用を強化する協

定を2001年に結び､ 事実上の ｢航空機の共有｣

を試みている(90)｡

一方､ 米国も､ 2000年５月に同盟国向けの兵

器輸出規制を緩和する DTSI (防衛貿易安全保障

イニシアティブ) を開始し､ 欧州の努力を支援

している｡ DTSIの狙いは､ 軍事技術の移転を

容易にして米欧の防衛産業間の協力を促進する

ことにある｡ DTSIは ｢冷戦の開始以後､ 米国

が初めて行った技術移転政策の抜本的改革｣ と

いわれ､ これにより JSF (次世代の統合攻撃戦

闘機) 等の米欧の共同兵器開発計画にも進展が

見られるようになった(91)｡

Ⅴ NATOの対応の評価� 不朽の自由作戦への貢献

５条発動後の NATOの貢献に対しては賛否

両論があるが､ どちらの立場に立つ者も否定で

きないのは､ 不朽の自由作戦において NATO

は実質的な軍事的貢献を行わなかったという事

実である｡ これには､ さまざまな理由がある｡

まず､ 米国､ 特に国防総省が同盟国の作戦関与

を望まなかった｡ NATOの集団的意思決定を

軍事的に非効率だとして忌避する国防総省の感

情は､ 米欧間の能力ギャップによって増幅され

ている｡ 国防総省にとっては､ 軍事的貢献の小

さい同盟国を作戦に迎え入れたうえ軍事的意思

決定における発言権まで与えることなど非合理

的だと思われたであろう｡ 国防総省の中には､

当初､ 英国の作戦参加にすら反対する者がいた

というのである(92)｡

また､ 不朽の自由作戦の特殊性も､ NATO

の役割を減少させる要因となった｡ 冷戦後の

NATOが遠征能力を重視するようになったと

はいえ､ そこで想定されているのは欧州周辺地

域に過ぎず､ 現在の NATOには欧州から遠く

離れた地域にまで遠征する能力は無い｡ また､

同盟の力作戦と違って今回のように柔軟な対応

が求められる非対称紛争には､ 多国間の同意に

より前もって作戦計画を立案する NATOの方

式はそぐわなかった｡ オハンロンの指摘するよ

うに､ ｢戦闘の行われた場所と､ 柔軟で機密性

の高い軍事戦略の必要性からして､ NATOが

公式に戦闘に関与することは必要でもなく､ ま

た望ましくもなかった｣(93) のである｡ そもそも､

アフガニスタンには攻撃すべき目標がほとんど

無く､ 大量の地上部隊を投入することも想定さ

れていなかったので､ 米軍だけでも作戦は遂行

可能であった｡ その結果､ 米国が効率的に運用

できる以上の部隊の提供を同盟国が申し出て､

米国がそれを断るのに苦慮するという奇妙な現

象が発生したのである(94)｡

米国にとってアフガニスタンで軍事行動を行

うために必要なのは､ NATO諸国の軍事的支

援よりも､ むしろアフガニスタン周辺諸国の協

力 (基地の提供や情報収集の協力) であった｡ そ

のため､ 米国は､ NATOという公式な同盟で

はなく､ アドホックな ｢意志ある国家の連合｣

(coalition of the willing) を重視した｡ ラムズ

フェルド国防長官は､ 2002年１月の演説で ｢戦

争は委員会によって遂行されるべきではない｡

任務が国家連合を決定すべきであって､ 国家連

合が任務を決定するべきではないのだ｡ もし国

家連合が任務を決定するならば､ 任務は諸国家

の見解の最大公約数にすぎなくなる｡ 我々はそ

れを容認することはできない｣ と述べ､ この姿

勢を明確にした｡ 2002年８月の国防報告にも対

テロ戦の教訓として同様の記述があり､ 米国の

この方針は当面変化しないであろう(95) ｡

NATO関係者は､ ｢５条の発動は過去数ヶ月

における偉大なサクセス・ストーリーの１つ｣(96)

であり､ ｢[NATOの] 行動は欧州と米国の団
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結をどんな言葉よりも力強く誇示した｣(97) と､

一様に NATOの対応を評価している｡ しかし､

5条発動に対しては､ 批判も大きかった｡ 当初

から集団防衛の対象にテロを含めることには異

論が出ていたし､ 何よりも､ ５条を発動したに

もかかわらず NATOが実質的な貢献を果たせ

なかったことで､ NATOの存在理由に対する

疑問までもが口にされるようになった｡ 米国の

保守派の代表的コラムニストであるＣ・クラウ

トハマーは､ ｢アフガニスタンにおける 『国家

連合』 など儀礼的な作り話でしかない｣ と断じ､

｢軍事同盟としての NATOは死んだ｣ と宣言

した(98)｡ 不朽の自由作戦の成功は､ 煩わしい

NATOの意思決定に対する米国の嫌悪感をよ

り一層増幅することになるだろう｡

欧州諸国にとっても､ 不朽の自由作戦はフラ

ストレーションの源泉であった｡ 欧州諸国から

の兵力提供を米国が拒んだことは､ 欧州には米

国のユニラテラリズムの現れと映った｡ また､

前述したフランスの将校の発言にもあるように､

欧州は能力ギャップの深刻さと､ それに起因す

る欧州の軍事的発言権の小ささを痛感せざるを

得なかった｡ さらに､ 不朽の自由作戦と ISAF

という米欧間の ｢労働分業｣ は､ 同盟の結束を

揺るがしつつある｡ フランスの政府関係者は､

米国はまるで ｢料理と食事の支度は我々がする

から､ 君たちは汚れた皿でも洗ってくれ｣ といっ

ているかのようだと不満を述べている(99)｡

しかし､ NATOの貢献を過小評価し､ NATO

に死を宣告するのは早計であろう｡ ５条発動に

関しては､ NATOにはそれ以外の選択肢がな

かったというのが多くの者の見方である｡ ブルッ

キングス研究所のＰ・ゴードンは､ 米国本土に

かつてない規模の攻撃が行われた時に NATO

が５条を発動しなければ､ 米国の国民はNATO

の存在意義に疑問を抱くようになっただろうと

指摘している(100)｡ 欧州諸国にとっても事態は

同様であった｡ 米国のＲ・ハンター前 NATO

大使は､ その理由として､ 同盟の信頼性の維持

に加え､ 9.11テロが同盟の基盤である共通の価

値観に対する挑戦であったこと､ 第一次大戦か

らコソヴォ紛争に至るまで欧州を援助してくれ

た米国を今回見放すようなことがあれば､ 将来

における米国の欧州に対するコミットメントに

悪影響を及ぼす可能性があったこと等をあげて

いる(101)｡

NATOが果たした政治的な貢献には無視で

きないものがある｡ 9.11テロ以前には京都議定

書や包括的核実験禁止条約等をめぐる米欧の離

反が取りざたされていたが､ ５条発動は米国と

欧州が根本的な価値観を共有していることを再

確認させた｡ 欧州の重層的な安全保障体制の中

核に位置する NATOは､ 対テロの国際協調を

構築する上でも中心的な役割を果たした｡ 2001

年９月11日に NACがテロを非難し米国を支援

する声明を発したのに続き､ 12日には中央アジ

ア諸国を含む46カ国が参加する EAPC (欧州大

西洋パートナーシップ理事会) が､ 13日には

NATOとロシアの協議の場である PJC (常設

合同理事会) が､ 14日には NATO・ウクライナ

委員会が同様の声明を採択したのである｡

さらに､ 不朽の自由作戦を開始する直前に米

国が５条発動の正式決定を求めたという事実は､

米国も NATOの政治的支援を必要としていた

ことを物語っている｡ ５条発動により米国の軍

事行動の正当性は強められたし､ 同盟国にとっ

ても､ 5条の発動は対米支援の根拠となった｡

５条発動が無ければ各国の対米支援の規模や内

容がここまでのものになったかどうかも疑問で

ある｡

軍事的観点から見ても､ NATOの役割は決

して小さなものではなかった｡ 不朽の自由作戦

に参加した国の大半は NATO加盟国であった｡

能力ギャップの拡大により問題が生じていると

はいえ､ 米軍とこれほどのインターオペラビリ

ティを有している軍隊､ しかも18カ国もの国家

から構成される大規模の同盟軍は他には存在し

ない｡ ロバートソン事務総長が言うように､

｢湾岸戦争の場合と同様に､ この国家連合の効

果的な行動は､ 長年に渡る NATOの実質的な
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協力､ 即ちインターオペラビリティと共通の作

業手続きの確立があって初めて可能となったの

である｣(102)｡ 米国は中央アジア諸国からの協力

を重視し ｢意志ある国家の連合｣ を唱えたが､

それらの国からの協力がスムーズに行われた背

景には､ PfP (平和のためのパートナーシップ)

を通じて構築された NATOと中央アジア諸国

の協力関係がある｡ さらに言えば､ アフガニス

タン以外の場所でも情報収集面での協力等を通

じて NATOは対テロ戦に参加していた｡ 特に､

NATOの部隊が展開しているバルカン地域は

かつてからアル・カーイダとのつながりが指摘

されていて､ NATOは武器・麻薬の密輸やマ

ネー・ロンダリングの摘発も行っている｡ 以上

を勘案すれば､ NATOの存在がもはや政治的

なシンボルに過ぎなくなってしまったと結論す

ることはできないであろう｡� 対テロ戦と NATOの戦略

冷戦後の NATOは､ その戦略を対ソ集団防

衛から地域紛争への関与へと移行させてきた｡

NATOは繰り返し領域防衛が同盟の中核であ

ることに変化はないと主張しているが､ ヨスト

も指摘するように､ NATOが冷戦後に取り組

んでいる軍事機構の改革や共同演習の内容をみ

れば､ 地域紛争対処が優先されていることは明

白である(103)｡ 加盟国の領域に対する脅威がほ

ぼ無くなった冷戦後の世界で５条が発動される

ことなど､ ほとんどの者が予想していなかった｡

しかも､ 今回の発動対象は､ 軍事侵攻ではな

く大規模テロであった｡ 確かに､ 99年戦略概念

の第24項は､ ｢同盟の安全は､ テロリズム､ サ

ボタージュ､ 組織犯罪､ 死活的資源の流入の断

絶を含む､ より広範な種類の危険によっても影

響を受ける｣ として､ テロを NATOが対処す

べき脅威の一つに位置づけている(104) ｡ しかし､

戦略概念は､ それらの脅威に対して NATOが

いかなる行動をとるのかは明確にしていない｡

戦略の策定過程では､ 今後の NATOはテロも

含む多様な脅威に対抗してグローバルな役割を

担うべきだと主張する米国に対し､ グローバル

な義務を負うことを恐れる欧州諸国は､ NATO

の活動は欧州周辺の地域紛争対処に限定される

べきだと反論した｡ 両者の妥協が第24項であり､

ソ連の脅威が消滅し同盟国の戦略的な関心が多

様化する中で､ 同盟の結束を保つためにあえて

NATOが選択した ｢建設的曖昧性｣(105) の一つ

であった｡ しかし､ 9.11テロの発生は､ この問

題を曖昧にしておくことを不可能にしてしまっ

た｡ 欧米では､ 対テロ戦に ｢軍事同盟｣ として

の NATOが関与すべきか､ その関与は欧州に

限定されるべきかそれともグローバルに展開さ

れるべきか､ という２つの点をめぐって論争が

行われた｡

前回の論争と同様に､ 欧州よりも米国の方が

同盟のグローバル化に積極的である｡ 米国の論

調を代表しているのが､ 共和党の実力者である

Ｒ・ルーガー上院議員 (現上院外交委員会委員長)

である｡ 1990年代から NATOの拡大と非５条

事態への対応をいち早く主張していたことでも

知られる同氏は､ 9.11テロは欧米に対する現実

的脅威の存在を明らかにしたとし､ テロ､ 特に

大量破壊兵器を用いたテロへの対処を NATO

の役割の中核とすべきだと主張している(106)｡

さらに同氏は､ 9.11テロが ｢ドイツで計画され､

アジアで資金を調達し､ 米国で実行された｣ こ

とを強調し､ ｢域内か域外かという古びた区別

はもはや的外れなものとなった｣ と NATOの

活動範囲の拡大も求めている(107)｡ D・ハミル

トン元国防次官補も､ 欧州域外からの大量破壊

兵器を用いたテロの脅威を重視し､ 同盟国はそ

れぞれの本土防衛計画を調整し､ テロの温床と

なっている諸国に対する経済的・政治的な援助

の面で協調する必要があると述べている(108)｡

NATOの活動範囲をめぐる論争は ｢域外論

争｣ と呼ばれている｡ ｢域外｣ (out of area)

とは加盟国の領域外を指す言葉で､ この問題が

提起された当初は､ 旧ユーゴスラビアのような

欧州周辺地域の紛争への対処を NATOに認め

るか否かが主な焦点であった｡ 99年戦略概念に
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おいて､ NATO加盟国は欧州周辺地域に関与

することで合意し､ 域外論争はひとまず決着し

た｡ 米国はさらに NATOの活動範囲を拡大す

ることを求めていたが､ NATOが対処しなけ

ればならない差し迫った脅威が特に存在してい

なかったため､ 以後この論争は下火になってい

た｡ しかし､ 米国は 9.11テロを利用して､ 域外

の範囲をアフガニスタンのような地域にまで一

気に拡大し､ 同盟国に決断を迫った｡ かつては

｢加盟国の領域外｣ を指していた ｢域外｣ とい

う言葉は､ ｢欧州の外｣ を意味する言葉へと変

化したのである｡

米国は既に欧州を安定地域と見なしており､

その戦略的重心を ｢中東から北東アジアにまた

がる不安定の弧｣(109) へと移している｡ 米国の

立場からすれば､ これらの地域において欧州諸

国も相応の負担を担う義務があるし､ もしその

負担を拒否するのであれば米国にとってのNATO

の重要性はその分低下する｡ とはいえ､ 米国も

完全にグローバルな軍事的役割をNATOに要求

しているわけではない｡ 多くの論者は､ NATO

が責任を負う範囲として中東や中央・南アジア

を想定し､ 例えば北東アジアにおいてNATOが

軍事行動を行う必要はないと主張している(110)｡

このような見解はなにも米国だけに限られたも

のではない｡ ドイツのＫ・ナウマン元 NATO

軍事委員会議長も､ NATOが単なる ｢便利な

政治的手段｣ と化してしまうことを避けるため

にも､ 必要であれば世界のどこででも活動する

ことのできる ｢真にグローバルな同盟への変革｣

を NATOは遂げなければならないと主張して

いる(111)｡

しかし､ 欧州諸国には､ NATOの役割拡大

に消極的な意見も多い｡ 欧州諸国の多くは自国

の軍隊がグローバルな規模で展開する必要性を

感じておらず､ 米国が NATOのグローバル化

を強硬に要求すれば同盟の結束が崩れる危険も

ある｡ 対テロ戦に関しても､ 欧州は米国よりも､

非軍事的手段､ 国際協調､ 政治的・法的正当性

を重視している｡ さらに､ それぞれの国内事情

からして各国がテロを脅威と感じる程度には相

違があるため､ 対テロ戦はより一層同盟国の戦

略的関心を多様化させる結果になりかねない｡

米国に近い立場に立つ英国の中にさえも､ Ｔ・

ガーデン元王立国際問題研究所所長のように､

｢国際テロの長期的な脅威に対処する最善の方

法について加盟国間に共通の理解は存在してい

ない｣ として､ NATOは今後も欧州周辺地域

の安定に集中すべきだという見解がある(112) ｡� 軍事機構と能力の改善

仮に NATOが欧州を越えた域外任務の必要

性で合意できたとしても､ それを遂行する軍事

力が伴わなければ意味をなさない｡ 英仏という

例外を除けば､ 現在の欧州諸国には兵力を海外

に展開する意思も能力もないというのが現実で

ある｡ 不朽の自由作戦を通じて､ 欧州諸国も､

｢同盟国が米国と協働可能な先進技術を取り入

れた軍を保有しない限り､ 善かれ悪しかれ米国

流の戦争と平和の論理が……横行する｣(113) こ

とを痛感するようになった｡ その結果､ NATO

の軍事機構の改革と､ 米欧間の能力ギャップの

改善が頻繁に論議されるようになったのである｡

まず､ コマンド・ストラクチャーのより一層

の柔軟化を求める声が強い｡ 特に､ 1994年のブ

リュッセル・サミットで承認された CJTF (共

同統合任務部隊) の司令部機構の本格運用開始

が望まれている｡ CJTFとは海外展開を前提と

する即応部隊であるが､ もともとは米国が関与

しない欧州周辺地域の紛争に EU諸国が独力で

対処することを第一の目的とする構想であった｡

即ち､ EU諸国が NATOの司令部機構や通信

システム等の資産を利用することを可能にする

ために CJTFという枠組みを創設しようとし

たのである｡ ここに来て CJTFが重視されて

いるのは､ 全加盟国に参加を強制しない一方で

NATO非加盟国の参加も想定するという CJTF

が､ 米国の主張する ｢意思ある国家の連合｣ に

適しているからでもある｡

また､ NATOに対テロ戦に備えた即応遠征
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部隊を新たに創設することも､ 多くの者が提案

した｡ 例えば､ 米国防大学のＨ・ビネンディッ

クらは､ 特殊部隊も含めた ｢小規模でエリート

を集めた機動的な遠征部隊｣ の創設を主張し､

具体的にその規模を３－５個飛行大隊､ 艦船７－

15隻､ 戦闘部隊1.5－2.5万人､ 兵站部隊１－1.5

万人と例示している(114)｡

欧州諸国の能力改善については､ 重点項目を

列挙するだけの DCIの散漫さが批判の対象と

なった｡ 多くの論者は､ 項目の焦点を絞った上

で､ さらに装備近代化の対象とする部隊も限定

して効率的に資源を配分すべきだと主張してい

る｡ ランド研究所が発表した米独共同報告書で

は､ 遠征戦争の共同遂行には地域紛争対処より

も高度の能力とインターオペラビリティが要求

されると指摘されている(115)｡ 同報告書は､ 欧

州が米国と対等の能力を獲得する必要はないと

しながらも､ 最低限でも欧州諸国は米軍とイン

ターオペラビリティのある C4ISTAR､ 戦術的

な精密誘導爆撃能力､ 特殊部隊を含む海外展開

能力のある地上部隊､ 戦略・戦術輸送力を保有

し､ 空輸による地上部隊の即時展開､ 特殊部隊

による作戦､ 戦術的な爆撃､ 空中給油､ 生物・

化学兵器防御といった重要な点で米軍を補完す

べきだと提唱している(116)｡

米軍がほとんどあらゆる作戦を単独で遂行す

る能力を有していることは事実だが､ 欧州諸国

からの支援が米国の負担を大幅に軽減するもの

であることは間違いない｡ 特に特殊部隊のよう

なエリート部隊は､ 米軍といえども大量に養成

することは困難で､ 欧州諸国の支援が重視され

る分野である｡ この点で､ これまでの能力ギャッ

プをめぐる論争では予算の規模ばかりが注目さ

れてきたが､ 対テロ戦においては予算規模より

も特定の能力が重視されるべきだという指摘も

ある(117)｡ また､ 今回の作戦では UAV (無人航

空機) の活用が注目されたが､ 欧州諸国も同盟

の力作戦で UAVを活用した実績があり､ 米軍

を補完することが可能である｡ 低速で低空を飛

行する UAVは撃墜される可能性が高いことに

加え､ 米軍が UAVの大量増産を検討している

ことを考慮すれば､ 米軍からの需要も高いであ

ろう(118)｡ 使用した爆弾のうち精密誘導弾が占

める比率も､ 湾岸戦争の７％､ 同盟の力作戦の

30％から､ 不朽の自由作戦では約66％にまで増

大した(119)｡ 米軍も高価な精密誘導弾の不足に

は悩まされているので､ この領域における欧州

からの支援は貴重なはずである｡

しかしながら､ ガーデンも指摘するように､

いかに NATOに即応部隊を新設したとしても､

米欧間に戦略的な乖離が存在する限り根本的な

問題は解決しない(120)｡ 結局は､ その能力と部

隊を何時いかなる場所で使用するのかをめぐっ

て､ 同盟内に対立が生じるだけである｡ 次章で

は､ 今後の NATOの役割と戦略に関して米欧

がどのような合意を形成したのかを確認するた

めに､ 9.11テロ後の NATOの動きを検証する｡

Ⅵ 9.11後の NATOとプラハ・サミット� プラハへの道程

2002年11月の NATOプラハ・サミットは､

加盟国の第２次東方拡大を祝うための場だと当

初は考えられていた｡ しかし､ 9.11テロの発生

により､ プラハ・サミットの主要な議題は対テ

ロ戦を目的とした NATOの変革へと変化して

しまった｡ プラハで新たな戦略を打ち出せなけ

れば NATOに未来はないという危機感を感じ

ていた各国は､ プラハに向け交渉を重ねていく｡

2001年12月６日､ 不朽の自由作戦開始後では

初めての閣僚級会談となる NATO外相会談が

ブリュッセルで開催された｡ この時には既に軍

事作戦の趨勢はほぼ確定していたため､ この外

相会談では､ NATOの貢献をひとまず総括し､

将来の対テロ戦における NATOの役割の方向

性を示すことが求められた｡ 採択されたテロへ

の NATOの対応に関する特別声明(121) は､ 10

月４日に決定された８項目の措置の他にも､

NATOの貢献として､ バルカン地域に展開す

る NATO部隊がテロ活動を取り締まっている
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こと､ EAPC や PJC のような NATO を中心

とした安全保障枠組みが国際的な対テロ同盟を

構築するうえで役に立っていることを指摘して

いる｡ そして､ テロが民主主義と国際平和に対

する脅威であることを再確認し､ NATOはテ

ロと戦うために ｢同盟の軍事的能力を適応・強

化するための方策を検討する｣ と表明した｡

12月18日には､ 国防相会談が開催された｡ 国

防相の会談は､ NACだけでなく防衛計画委員

会としても行われるのが通例で､ 外相会談より

も具体的な軍事的事項が議題となる｡ 防衛計画

委員会のコミュニケ(122) は､ 不朽の自由作戦の

ようなケースを念頭に置き､ NATOは ｢一定

規模の部隊の同盟域外への展開も含め､ 広範な

領域における挑戦に効果的に対処｣ できなけれ

ばならないとした上で､ 各国に能力の再構成と

近代化を求めている｡ さらに､ この会談でも対

テロ戦に関する特別声明(123) が発表された｡ こ

の声明は､ 軍事的領域は対テロ戦の一環に過ぎ

ないと断りつつも､ ｢軍事的手段は､ 情報収集､

テロ組織やそれをかくまう者への攻撃､ 国民・

インフラ・軍の対テロ防護､ テロ発生後の対処

など多くの局面で重要｣ だとして､ NATOが

積極的に対テロ戦に関与して行く姿勢を明確に

している｡ そして､ 今後の課題として､ 脅威概

念を再評価し対テロ戦のための軍事戦略を構築

すること､ NATOの防衛政策・兵力構成・軍

事力の効率性を対テロ戦の観点から再評価する

こと､ NBC兵器を用いたテロへの対処能力を

強化すること等を列挙している｡

以上のように､ 9.11テロ発生から約３ヶ月の

時点で､ 早くも NATOはテロへの対処能力の

向上を表明したのであった｡ しかも､ 99年戦略

概念の策定過程であれほど紛糾した ｢同盟域外

への展開｣ の可能性までにも言及している｡ こ

れは､ 欧州諸国が米国の要求をほとんどそのま

ま受け入れた結果であり､ それだけ欧州諸国が

NATOの形骸化に強い危機感を抱いていたと

いうことであろう｡

一方､ 対テロ戦に傾注する米国は､ 特に遠征

能力と大量破壊兵器の拡散への対処能力を強化

することを NATOに求めた｡ 米国は自国と共

に対テロ戦に参加できなければ NATOに意義

はないと考え､ NATOの存在価値も対テロ戦

への貢献という観点から判断する傾向を強めて

いく｡ その姿勢は､ Ｇ・ブッシュ大統領が2002

年５月にドイツ連邦議会で欧州に向けて行った

次の演説に明確に表れている｡ ｢冷戦後……米

欧の協力関係にはもはや目的がないのではない

かと疑問を呈する者もいた｡ しかし､ 歴史が答

えをくれた｡ 我々の世代は､ 自由､ 市民の安全､

そして文明そのものに対する新たな重大な脅威

に直面しているのだ｣｡ ｢新たな脅威に直面した

ことで､ NATOには新たな戦略と能力が必要

になった｡ 今や､ 欧州から遠く離れたところで

発生した脅威が欧州の中心部に攻撃を加えるこ

とが可能になったのだ｡ NATOは､ 脅威が発生

したときにはいつでも行動しなければならない｡

そのためには､ 機動的で海外展開可能な部隊､

洗練された特殊作戦 [遂行能力]､ 化学・生物

兵器の脅威下で行動する能力といった､ あらゆ

る近代的な軍事能力が必要となるであろう｣(124)｡

この演説の約２週間後の６月６日､ 再び

NATO国防相会談が開催され､ さらに具体的

な改革内容が決定された｡ 防衛計画委員会のコ

ミュニケ(125) は､ テロにも対応でき迅速に展開

可能な部隊の必要性を再確認し､ CJTF司令部

機構も含むコマンド・ストラクチャーの再検討

を行うように軍事部門に命令したことを公表し

た｡ さらに､ ｢NATO域内から遠く離れた地域

あるいは受け入れ国の支援がほとんど無い地域

における作戦｣ を遂行する能力の必要性も強調

された｡ そして､ 特に鍵となる能力として､

NBC兵器防御､ 戦略輸送､ 偵察､ 空中給油等

をあげ､ これらの能力を獲得するために多国間

協力を促進し､ 必要な場合には､ AWACS部

隊のケースのように加盟国の資金をプールする

ことも想定するとしている｡ 同時に採択された

防衛能力に関する特別声明(126) では､ 現在の

DCI に代えてさらに焦点を絞り明確な目標期
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限も設定した新たなイニシアティブの作成を開

始することが表明された｡ また､ 特にテロリス

トによる大量破壊兵器の使用の危険を重視し､

大量破壊兵器対処のための包括的なイニシアティ

ブを開始することも決定されている｡

この国防相会談の結果を踏まえて､ ロバート

ソン事務総長は､ ｢テロリストの攻撃から我々

の市民と軍隊を守るために､ 同盟が主要な役割

を果たすこと｣ を NATOは決意したのであり､

対テロ戦は同盟の ｢新たな任務の一つ｣ ではな

く ｢その活動の中核｣ となったのだと演説した｡

さらに､ この目的を達成するためには ｢必要と

される時と場所｣ で行動することが必要であり､

｢不毛な域外論争はこれでおしまいにしよう｣

と訴えた(127)｡ この演説は､ プラハ・サミット

での合意形成に向けて欧州諸国に最終的な態度

を決めるように促したものだと解釈できるだろ

う｡ さらに９月24日にワルシャワで開催された

非公式の国防相会談では､ NATOに対テロ活

動も視野に入れた約２万人の即応部隊を新設す

るという重要な提案を米国が行った｡

11月21日､ NATOの新規加盟国であるチェ

コの首都プラハに集結した加盟国の首脳は ｢プ

ラハ・サミット宣言｣(128) を採択した｡ 既に前

日の演説でロバートソン事務総長が ｢域外論争

はもはや完全に解決された｣(129) と域外論争の

終結を宣言していたことからも窺えるように､

欧州諸国も､ 域外における活動も含む対テロ戦

を NATOの戦略の中核に位置づけることに最

終的には同意していた｡

もし 9.11テロが無かったならば､ プラハ宣言

は加盟国の第２次拡大を祝福し､ 今後もNATO

は欧州の安定と民主主義の基盤であり続けるこ

とを謳いあげるものとなっていたはずである｡

しかし､ 実際に採択された宣言には､ 拡大の決

定と並んで､ NATOの軍事的側面を改革する

各種の措置が列記されている｡ プラハ宣言は､

｢テロの脅威および大量破壊兵器とその運搬手

段の拡散の脅威を含む｣ あらゆる脅威にNATO

は対処し､ ｢必要とされるあらゆる地域に迅速

に行動可能な部隊を派遣し､ 核・生物・化学兵

器の脅威の存在する環境をも含む遠く離れた地

域において作戦を継続し目標を達成する｣ こと

を目的とする軍事面での諸改革を実行すると表

明した｡ 具体的には､ NATO対応部隊の新設､

米欧間の能力ギャップ改善のための措置､ そし

て大量破壊兵器への対処能力の強化である｡ 以

下では､ それぞれの項目ごとに決定内容を紹介

する｡� NATO対応部隊

プラハ宣言では､ 2004年10月までに ｢NATO

対応部隊｣ (NATO Response Force / NRF) の

創設に着手し､ 遅くとも2006年10月までには部

隊を完成させることが表明された｡ 宣言によれ

ば､ この部隊は ｢先進技術を装備し､ 柔軟かつ

海外展開可能で､ インターオペラビリティと作

戦継続能力を備え､ NACの決定に従い必要と

されるあらゆる場所に即座に展開可能な陸海空

軍によって構成される｣ 部隊である｡ そして､

｢NRFは同盟の軍事的な能力の改善を促進し､

その焦点となるものである｣ として､ 能力改善

の成果をこの部隊に集中的に投下することが想

定されている｡ 能力改善と NRFの創設をリン

クさせることで､ コストを節約し､ 改革の成果

をできるだけ早く実際に利用可能な兵力に反映

させようとしているのである｡

プラハ宣言は具体的内容には言及していない

が､ 米国政府の説明によると､ 構想の概要は次

のようなものである(130)｡ まず､ この部隊は､

７－30日以内に世界のあらゆる地域に展開可能

で ｢あらゆる軍事作戦を遂行でき､ 30日間の継

戦能力を備えた｣ 陸海空の３軍種からなる統合

部隊となる｡ 各国は６ヶ月ごとのローテーショ

ンで兵力を待機態勢に置き､ 部隊の指揮は

CJTF司令部がとる｡ 部隊の規模は､ １日に最

大200回の出撃が可能な航空戦力､ 旅団規模の

地上部隊､ NATOの常設艦隊と同規模 (艦船

８隻程度) の海軍力が想定されていて､ 総兵員

数は約２万1,000人である｡
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また､ 米国防総省高官によると､ ９月の非公

式国防相会談において米国は､ ｢非戦闘員救出

作戦のような小規模の事態から大規模紛争まで｣

の ｢紛争のあらゆるスペクトラム｣ にこの部隊

が対処することを提案していた(131)｡ 同高官は､

大規模紛争にも備えるという点で NRFは EU

の緊急対応部隊と異なると性格付け､ ARRC

(欧州連合軍緊急対応軍団) 等の現存する NATO

の緊急対応部隊よりも装備を軽量化して機動力

を高める方針だと説明している｡

しかし､ NRFと EUの緊急対応部隊との関

係が不鮮明であるため､ 欧州諸国はこの構想に

困惑気味であるといわれている｡ プラハ宣言は

両者の関係を相互補完的なものと規定している

が､ 両部隊の競合は避けられないとの見方が強

い｡ 資源的に制約のある欧州諸国が､ 両部隊に

それぞれ別々の人員と装備を充てることは非現

実的だろう｡ 事実､ フランスは､ 両部隊は同一

の要素によって構成されるべきだと主張してい

るという(132)｡ これは同一の部隊が NATO と

EUの ｢ダブル・ハット｣ をかぶるという発想

であり､ 1990年代中頃から EUが独自の部隊を

創設するために採用されてきた手法である｡ し

かし､ その場合には､ 米国が関与しない､ 即ち

NATOとしての行動は行われないことが前提

とされていた｡ NRFと EUの緊急対応部隊は

任務も重複する可能性があるため､ NRFにダ

ブル・ハットを適用することには問題点もある｡

デンマークの政府関係者はその矛盾を次のよう

に指摘している｡ ｢その部隊は､ NATOの攻撃

終了後に掃除を行う人道的な EUの緊急対応部

隊としての帽子を背後に隠しながら､ NATO

の帽子をかぶって先制攻撃を行うというのか？

それはあまりにも馬鹿げた矛盾だ｣(133)｡� 能力改善

加盟国の首脳は､ DCIに代わる新たな能力

改善計画として ｢プラハ能力コミットメント｣

(Prague Capabilities Commitment / PCC) を

承認した｡ プラハ宣言には､ PCCが重視する

分野として ｢NBC兵器防御､ ISTA (情報・監

視・目標補足)､ 空中からの地上監視､ C3 (指揮・

統制・通信)､ 精密誘導弾および SEAD (敵防空

網制圧) を含む戦闘の効率化､ 戦略空海輸､ 空

中給油､ 海外展開可能な戦闘支援部隊｣ をあげ

ている｡

PCCの具体的な内容は公表されておらずDCI

との相違は明確ではないが､ NATO関係者に

よると､ PCCは ｢DCIの代替物ではなく､ そ

の後継､ 再強化と見なされるべきもの｣ で､ そ

の特徴は DCIの教訓から能力改善点の焦点を

絞ったことと､ 加盟国のコミットメントを強化

したことにある(134)｡ ロバートソン事務総長は､

PCCは ｢単なる政治的な宣言ではなく決定で

ある｣ ことを強調し､ 小国であっても能力改善

に貢献できるような具体的な多国間の枠組み作

りが現在進行していると明言した(135)｡ 同時に

事務総長は､ 国防費の効率的使用の重要性を訴

え､ 戦車や戦闘機といった重装備や過剰な兵員

の維持にではなく､ 今後は全天候飛行能力や精

密誘導弾といったハイテク分野に重点的に投資

すべきだとも語っている｡

事実､ 米国政府の説明によると､ 次のような

具体的な計画が進行中である(136)｡ それらは､

ドイツが主導する空輸能力改善のための多国間

の資金プール計画､ ドイツによる C-17大型輸

送機のリース決定､ カナダ・フランス・イタリ

ア・オランダ・スペイン・トルコがそれぞれ個

別に UAVの調達を決定､ オランダが主導しカ

ナダ・デンマーク・ベルギー・ノルウェーが参

加する精密誘導弾の共同購入計画､ スペインと

オランダによる SEAD用兵器の購入計画､ デ

ンマークとノルウェーによる空中給油機の購入

計画､ スペインが主導する空中給油に関する多

国間の資金プール計画等である｡

これらに加え､ フランスは､ ２隻目の空母の

建造を決定し､ 欧州では現在英国しか保有して

いない海上発射巡航ミサイルを取得することも

計画している(137)｡ 英国も､ A400M大型輸送機

の調達までの暫定措置として C-17のリース契
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約をボーイング社と行い､ 現有のものよりも大

型の空母２隻を新たに建造することを計画して

いる(138)｡ さらに英国は､ 独自の大型地上監視

機であるASTOR (空中スタンド・オフ・レーダー)

を2005年に５機調達することも予定している｡

ASTORは指揮・統制能力の点で JSTARSよ

りも劣るが地上の目標監視能力はほぼ同等で､

この分野における英国の能力を飛躍的に増大さ

せることが期待されている(139)｡ JSTARSに関

しては､ NATOも､ AWACS部隊と同様の加

盟国が共同出資する方式で JSTARS部隊を創

設することを検討している｡

プラハ・サミットでは､ NATOのコマンド・

ストラクチャーを ｢よりスリムかつ効率的・効

果的で､ 海外展開可能な｣ ものへと合理化する

ことも決定された｡ その詳細は2003年６月に決

定される予定だが､ プラハ宣言で示された概要

だけでもかなり画期的な内容である｡ 現在は

ACE (欧州連合軍) とACLANT (大西洋連合軍)

に二分されている軍事作戦を担当する司令部を

１つに統合するというのである｡ この計画では､

NATOの軍事作戦は全てベルギーの ｢作戦担

当戦略司令部｣ (strategic command for Opera-

tions) が担当することになる｡ これまで米国

のノーフォークに置かれていた ACLANT は

｢変革 (トランスフォーメーション) 担当戦略司

令部｣ (strategic command for Transformation)

と位置づけられ､ 同盟の軍事力の変革とインター

オペラビリティの増大に責任を負うとされてい

る｡ 変革担当戦略司令部は､ 具体的には長期的

な兵力計画､ 戦略ドクトリンの策定､ 将来にお

ける兵力構成､ 軍事教育・訓練の監督等を行う

ようである(140)｡

この決定の背景には､ ノーフォークの米軍司

令部が大西洋軍から統合部隊軍へと変更され､

その任務も陸海空海兵隊の統合部隊の戦略の策

定や試験､ 共同訓練､ インターオペラビリティ

の促進等へと変更されたことがある(141)｡ 今回

の決定は､ ｢トランスフォーメーションの実験

場｣ といわれる統合部隊軍と NATOの連携を

深めることで､ 欧州の同盟国が米国の RMA

の成果を吸収することを可能にし､ 能力ギャッ

プの改善を促進することを目的とした措置であ

ろう｡� 大量破壊兵器への対処

大量破壊兵器の拡散を冷戦後の主要な脅威と

見なしていた米国は､ 既に1990年代からNATO

に大量破壊兵器への対処能力を強化するよう求

めていた｡ 1994年の NATO外相会談では ｢大

量破壊兵器の拡散に関する同盟の政策の枠組

み｣(142) が採択され､ 大量破壊兵器の拡散を国

際社会への直接の脅威と位置づけ､ 大量破壊兵

器に対する防御力の改善が決定されている｡ さ

らに､ 1999年のワシントン・サミットでは､ 大

量破壊兵器の拡散に関する情報の共有や大量破

壊兵器環境下における作戦計画立案の促進等の

新たなイニシアティブを米国が提案し､ NATO

にWMD (大量破壊兵器) センターが創設され

た｡

WMD センターは､ 主に､ 大量破壊兵器の

拡散に関する情報の共有､ 大量破壊兵器への対

処能力および大量破壊兵器環境下における軍事

行動遂行能力の強化､ 大量破壊兵器を解体しよ

うとしている国家 (特にロシア) への各加盟国

による支援の調整､ 大量破壊兵器からの市民防

護に関する加盟国間の協力の強化等を目的とす

る機関で､ 10名の専門家によって構成され

NATOの諸委員会への助言も行っている(143)｡

9.11テロ後は､ WMDセンターを通じた各国の

協力が頻繁に行われるようになり､ WMD セ

ンターは EAPC諸国への情報提供やロシアお

よびウクライナとの協議を開始し､ 米国も CIA

によるWMDセンターへの情報提供を強化し

ている(144)｡

プラハ・サミットでは､ ①海外展開可能な

NBC分析研究施設の試験的設立､ ②NBC事態

対処チームの試験的設立､ ③NBC兵器防御の

ためのヴァーチャル・センター設立､ ④生物・

化学兵器防御用の物資の NATOとしての備蓄､
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⑤疫病監視システムの創設という新イニシアティ

ブが決定された｡ また､ WMD センターの役

割強化とミサイル防衛に関する新規研究の開始

も決定されている｡ さらに､ 民間防衛に関する

協力も､ 9.11テロ後に活性化している｡ 2001年

10月25－26日には､ NATO加盟国とパートナー

諸国の民間防衛担当者が会合し､ 9.11テロの影

響が討議された(145)｡ プラハ宣言でも､ テロリ

ズムは同盟国の国民への脅威であるとして､

NATOが策定している民間緊急事態計画(CEP)

をパートナー諸国と協力して実行し､ NBC兵

器による攻撃も含む民間人に対する攻撃への対

処能力を高めることが表明されている｡

Ⅶ 今後の展望

プラハ・サミットにおいて､ 加盟国はNATO

の主任務の１つに対テロ戦を明確に位置付るこ

とで一致した｡ ロバートソン事務総長は､

NATOという軍事組織が対テロ戦を行う必要

性として､ テロリストが強大な破壊力を利用で

きるようになったためにテロと戦争との境界線

が曖昧になったこと､ 防御的な手段のみでは国

民をテロリストの攻撃から守ることが時には不

可能であること等を指摘している(146)｡

しかしながら､ 対テロ戦に関して米欧に関心

の相違があることは明白である｡ NRFが創設

されたとしても､ 例えば米国がイスラム圏の国

における対テロ戦に部隊を投入するよう要請し

た場合に､ 加盟国が全会一致の合意に達するこ

とができるかは大いに疑問である｡ そもそも19

カ国もの国が完璧な合意を形成することなど不

可能で､ 今回の合意も､ これまでのあらゆる

NATOの合意と同様に､ 妥協の産物に過ぎな

い｡ しかも､ プラハで NATOは７カ国の新規

加盟を決定した｡ これは､ 加盟国間の意思統一

がますます困難になり NATOの ｢政治同盟｣

化がさらに進展しかねないということを意味し

ている｡ 米国は､ NATOの拡大を支持する一

方で､ NATOに対テロ戦を遂行する ｢軍事同

盟｣ になれと要求している｡ しかし､ 加盟国の

増大は ｢軍事同盟｣ としての意思決定の効率性

を減少させる危険性もあり､ 米国の２つの要求

を上手く調和させることは困難かもしれない｡

今回 NATOが５条を発動したのは 9.11テロ

がかつて無い規模の攻撃だったからであり､ よ

り小規模のテロに対して５条が発動されること

は考えにくい｡ NRFを対テロ戦に投入する場

合も､ それは非５条事態への対応として行われ

ることになるだろう｡ しかし､ いずれにせよ同

盟国の関心が一致しない限り､ NATOが ｢軍

事同盟｣ としての行動をとることは困難である｡

米欧間の能力ギャップの背景にあるのは､ 戦

略のギャップであった｡ これが ｢世界観のギャッ

プ｣ にまで拡大してしまうならば､ ギャップの

修復は不可能になってしまう｡ ところが､ 現在

のイラク問題をめぐる対立に象徴される米欧の

関心の相違は､ ギャップが世界観にまで拡大し

てしまったのではないかという懸念を生じさせ

ている｡ 実際､ 米国ニュー・ヘイブン大学の

Ｄ・ネルソンは､ 9.11テロ後に発生した国際認

識に関する米欧間の亀裂は､ 米国が ｢戦争状態｣

にあるということだけでは説明できないとして､

米欧の世界観には根本的な相違があると主張し

ている｡ 同氏は､ 欧州が福祉国家を選択し､

NGOや市民運動といった多様なアクターの存

在を認め､ 国際協調と国際規範を重視している

のに対し､ 米国は個人主義的国家を好み､ 規範

よりもパワーを重視し､ 善悪や敵味方といった

二分法で世界を見る傾向が強いと指摘する(147)｡

同氏の分析には単純に同意できない点もある

が､ 現在の米欧間の相違が深刻であることは事

実である｡ それを象徴しているのが､ 2003年１

月の記者会見におけるラムズフェルド国防長官

の仏独両国に対する ｢古い欧州｣ 発言である｡

国防長官は､ イラクへの武力行使に疑念を呈す

る仏独を指して ｢あれは古い欧州だ｣ と発言し､

NATOの新規加盟国である東欧諸国が米国寄

りの姿勢を見せていることから ｢今日のNATO

全体を見渡せば､ 重心は東に移動している｣ と
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主張したのであった(148)｡ この発言は米国のユ

ニラテラリズムへの傾斜を象徴する言葉となっ

てしまい､ 米欧に感情的な対立を引き起こすこ

ととなった｡

事態をさらに悪化させているのは､ 米国にお

いていわゆる新保守主義の勢力が台頭している

ことである｡ 代表的な新保守主義者であるＲ・

ケイガンが昨年発表した ｢力と弱さ｣ と題する

論文は､ 米欧に論争を巻き起こした(149)｡ 同氏

は､ 米欧間のパワーの格差があまりに大きいた

め､ 米欧は国家目標の設定､ 脅威認識､ 外交・

防衛政策の立案においてまったく異なる立場を

採用しているとし､ ｢欧州と米国が世界観を共

有している振りをすることはもうやめよう｣ と

宣言する｡ ｢米国の指導者は､ 自分たちがなに

ものにも拘束されていないこと､ 欧州には米国

を拘束する能力が無いことを認識するべきだ｣

という同氏の主張は､ いわば開き直ったユニラ

テラリズムである｡ 同じ立場に立つクラウトハ

マーは､ 前述したように ｢NATOの死｣ を宣

告し､ J・ゲドミンも ｢同盟が機能するための

基盤はほとんど残されていない｣ として､

NATOはもはや ｢ピストルを持った OSCE｣

に過ぎないのだと主張している(150)｡ このよう

な見解には米国内でも多くの反論があるが(151)､

新保守主義が強まれば米国はさらに NATOを

軽視するようになるだろう｡

対テロ戦を重視する米国の姿勢は､ 在欧米軍

の構成にも影響するかもしれない｡ 欧州を安定

地帯と見なす米国にとって､ ドイツのような欧

州中部に大規模な軍を展開しておく必要性はも

はや高くない｡ それよりも中東での活動を想定

して第６艦隊やイタリアの米空軍等の地中海の

戦力強化や旧東欧諸国への兵力の展開を優先す

べきだという見解が強まっても不思議ではない｡

実際､ 2003年に在欧米軍司令官 (兼欧州連合軍

司令官) に初めて海兵隊出身者 (Ｊ・ジョーン

ズ大将) が就任したことは､ 米軍の関心の変化

を物語っているのではないだろうか｡

欧州から見ても､ 対テロ戦を NATOの任務

に加えることは多くのジレンマを生み出すだろ

う｡ もし米国が NATOに対テロ戦への参加を

たびたび求めるとしたら､ NACは欧州にとっ

て米国との認識の相違を痛感する場になるに違

いない｡ 要請を拒否すれば米国のユニラテラリ

ズムを強める結果になりかねないが､ 同盟の結

束を維持するためだけに米国に追随することも

また困難であろう｡ 米欧間の ｢労働分業｣ が進

むとすれば､ それは米欧間の戦略的関心の乖離

をさらに増幅するという悪循環を生み出す｡ そ

もそも完全な分業体制が確立すれば米欧が統合

軍事機構を維持する必要も無くなり､ NATO

は単なる政治的な協議機関と化すであろう｡

冷戦開始以来､ 欧州は米国に対して愛憎半ば

する感情を抱き続けてきた｡ ソ連に対抗すると

同時にドイツを封じ込めるという ｢ダブル・コ

ンテインメント｣ により欧州の安定を維持する

ためには米国の関与が必要不可欠であったが､

米国の強大なパワーへの従属は欧州の自尊心を

傷付けてきた｡ フランスに代表されるように､

欧州には､ 米国に依存しない独自の軍を持つべ

きだという主張も根強い｡ 1962年､ 当時のフラ

ンス大統領Ｃ・ド・ゴールは次のような予言的

発言をしている｡ ｢いつの日か､ 想像もつかな

い出来事や逆転劇が起こるかもしれない｡ ……

テロや人種差別で米国が暴発し､ 米国自身が平

和への脅威になるかもしれない｡ ……だからこ

そ､ 我々は､ 米国の同盟国にとどまる一方で､

自国の防衛を完全に米国に依存することは望ま

ないのだ｣ (152)｡ しかし､ ド・ゴールの願望は

いまだ実現していない｡ 現在の欧州諸国は､ 米

国の力に依存することなしには欧州周辺の安定

維持さえできない｡ 欧州諸国に求められている

のは､ その軍事力を改善・強化して米欧の ｢労

働分業｣ を回避し､ 米国が NATOを重視せざ

るを得ないような環境を作り出すことである｡

いかに米欧間にギャップがあろうとも､ 今ま

でに NATO が果してきた数々の重要な役割

インターオペラビリティの確立､ 加盟国間

の政治的・軍事的協力の促進､ 東方拡大による
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｢統一された自由な欧州｣ の創設への貢献等々

を考えるならば､ NATOが消滅するとい

うことは考えにくい｡ ゴードンの言うように､

｢同盟の国境線を外部の脅威から守るための軍

事機構としての NATOは死んだのかもしれな

いが……共通の価値と利益に基づく民主主義国

の共同体､ その利益を守るための政治的関係と

軍事的手段を維持するという決意を持った共同

体としての NATOは､ 存続させるに値するも

のである｣(153)｡ しかし､ その ｢共同体｣ を米欧

がいかに運営していくのか､ そして NATOが

今後もこれまでのような ｢軍事同盟｣ であり続

けるのか否かは､ いまだ不透明である｡

注� "NATO and the Challenges of the New Mil-

lennium, Speech by NATO Secretary General

Lord Robertson", 17 February 2001. 以下に引

用する NATOの公式文書・演説・ファクトシー

ト等はすべて<http://www.nato.int>で入手でき

る｡� NATOの内部機構や意思決定方式については､

NATO Handbook 2001, (Brussels : NATO Of-

fice of Information and Press, 2001), ch. 10-11.� Michael E. O'Hanlon, "A Flawed Masterpiece",

Foreign Affairs, 81-3 (May / June 2002) : 49-

55. 戦闘の経過については､ Global Security,

"Operation Enduring Freedom - Operations",

<http://www.globalsecurity.org/military/ops/

enduring-freedom-ops.htm>.� NATO Parliamentary Assembly, The War

against Terrorism, Draft Special Report, AV

181 DSC (02) 15, 28 October 2002, par. 30.

なお､ 2002年６月の米国防総省の報告書には､ ｢20

カ国が米中央軍の担任地域の範囲内に１万6,000人

以上の部隊を展開している｣ とある｡ Department

of Defense, Office of Public Affairs, "Fact

Sheet: International Contributions to the War

against Terrorism", June 7, 2002 ( revised

June 14, 2002) : 1, <http://www.defenselink.m

il/news/Jun2002/d20020607contributions.pdf>.

� 以下､ NATOの対応に関する事実関係の記述は､

特に注で明記しない限りは､ NATO, "NATO's

Response to September 11, Chronology", <htt

p://www.nato.int/terrorism/chronology.htm>

による｡� "Statement by the North Atlantic Council",

NATO Press Release (2001) 124, 12 September

2001.� Tom Lansford, All for One : Terrorism,

NATO and the United States, (Burlington :

Ashgate, 2002) : 72-73.� Martin Walker, "Post 9/11 : The European

Dimension", World Policy Journal, 18-4 (Win-

ter 2001/2002) : 4.� Lansford, op. cit., 73-74.� "Gallup International Poll on Terrorism in

the US", <http://www.gallup-international.co

m/terrorism.htm>.� Philip H. Gordon, "NATO after 11 Septem-

ber", Survival, 43-4 (Winter 2001-02) : 91.� Lansford, op. cit., 77.� Department of Defense, "News Transcript :

Deputy Secretary Wolfowitz Press Conference

in Brussels", September 26, 2001, <http://ww

w.defenselink.mil/news/Sep2001/t09272001_t09

26na.html>.� Rebecca Johnson and Micah Zenko, "All

Dressed Up and No Place to Go: Why NATO

Should Be on the Front Lines in the War on

Terror", Parameters, 32-4 (Winter 2002-2003) :

51.� Lansford, op. cit., 77-78.� "Statement to the Press by NATO Secretary

General, Lord Robertson, on the North Atlan-

tic Council Decision on Implementation of

Article 5 of the Washington Treaty Following

the 11 September Attacks against the United

States", 4 October 2001.� Lansford, op. cit., 111-112.� 常設地中海艦隊は､ 1969年に創設された非常設

レファレンス 2003.３74



の艦隊を1992年に常設化したものである｡ 艦隊は

ナポリを母港とし､ 通常は駆逐艦およびフリゲー

ト艦を中心とした８隻前後の艦艇で構成され､ 主

に米､ 英､ 独､ 伊､ 蘭､ スペイン､ ギリシャ､ ト

ルコの8カ国が中心となって各国がローテーション

で艦艇を提供している｡ "AFSOUTH Fact Sheets:

Standing Naval Force Mediterranean", <http:

//www.afsouth.nato.int/factsheets/STANAVF

ORMED.htm>;FrancoVeltri,"NAVOCFORMED:

Peace through Solidarity and Deterrence",

1992, <http://www.afsouth.nato.int/archives/

navoc.htm>.� 正式には NATO空中早期警戒部隊といい､ 加

盟国が共同出資した17機の AWACS (ボーイング

E-3A) で構成される｡ この部隊は､ ソ連の空軍力

拡張に対抗するために1980年に創設され､ ドイツ

のガイレンキルヒェン基地に配備されている｡ 人

員は米・独・伊・カナダ等11カ国が提供している｡

"The NATO Airborne Early Warning & Con-

trol Force", <http://www.e3a.nato.int/info/mf

orce.htm>.� 江畑謙介 『最新・アメリカの軍事力 変貌する

国防戦略と兵器システム』 講談社, 2002, pp.34-36.� "NATO Fact Sheet : 11 September : One year

on NATO's Contribution to the Fight against

Terrorism", 10 September 2002.� 1967年に創設された常設大西洋艦隊は､ 駆逐艦

とフリゲート艦を中心とする８－10隻の艦艇で構

成され､ 英国のポートランドを母港としている｡

艦艇は米､ 英､ 独､ 伊､ 蘭､ ベルギー､ デンマー

ク､ ノルウェー､ スペイン､ ポルトガル等が通常

６ヶ月のローテーションで提供している｡ "Stand-

ing Naval Force Atlantic", <http://www.eastl

ant.nato.int/snfl/snfl.htm>.� "NATO Fact Sheet : 11 September : One year

on NATO's Contribution".� Mark Burgess, "CDI Fact Sheet : Interna-

tional Security Assistance Force", December

17, 2002, Center for Defense Information, <ht

tp://www.cdi.org/terrorism/isaf_dec02.cfm>.

� Ibid.� Lansford, op. cit., 137.� "Prime Minister's Statement on Military

Action in Afghanistan", 7 October 2001, <htt

p://www.pm.gov.uk/output/page3577.asp>.� "Letter dated 7 October 2001 from the
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